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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電磁エネルギーを物体に印加するための装置であって、
　　位相の値が互いに異なる複数の変更空間要素での電磁エネルギーの印加を生じさせる
ことと、
　　前記複数の変更空間要素のそれぞれに対して、前記物体により吸収可能なエネルギー
を示す値を決定することと、
　　前記決定された値に基づいて、前記複数の変更空間要素の１つ以上を、パワー印加の
対応する時間的期間と関連付けることと、
　　前記複数の変更空間要素の１つ以上に対して、パワーが、前記パワー印加の対応する
時間的期間において、前記物体に印加されるよう、前記物体に印加される電磁エネルギー
を調節することと、
　を行うよう構成された少なくとも１つのプロセッサ
を備える装置。
【請求項２】
　前記少なくとも１つのプロセッサは、前記複数の変更空間要素の１つ以上を、前記変更
空間要素と関連付けられた前記パワー印加の時間的期間に対応するパワーレベル値と関連
付けるよう、さらに構成される、請求項１に記載の装置。
【請求項３】
　前記少なくとも１つのプロセッサは、前記複数の変更空間要素の少なくとも１回のスイ
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ープを制御することにより、印加される電磁エネルギーを調節するよう構成される、請求
項１に記載の装置。
【請求項４】
　前記少なくとも１つのプロセッサは、前記複数の変更空間要素の１つ以上の全域にわた
るパワー印加の間、物体へのパワー伝達のレベルが実質的に一定となるように、印加され
た電磁エネルギーを調節するよう構成される、請求項１に記載の装置。
【請求項５】
　前記物体により吸収可能なエネルギーを示す前記値は反射エネルギーまたは結合エネル
ギーの表示を含む、請求項１に記載の装置。
【請求項６】
　前記少なくとも１つのプロセッサは、前記複数の変更空間要素において伝達されるエネ
ルギーの総量を制限することにより、前記物体に印加される電磁エネルギーを調節するよ
う構成される、請求項１に記載の装置。
【請求項７】
　前記少なくとも１つのプロセッサは、前記複数の変更空間要素の１つ以上において伝達
される、印加されるパワーを実質的に最大化するために、印加される電磁エネルギーを調
節するよう構成される、請求項１に記載の装置。
【請求項８】
　前記少なくとも１つのプロセッサは、パワーが、非ゼロの時間的期間の間、それぞれが
非ゼロのパワーレベルにある、少なくとも２つの異なる変更空間要素を用いて、伝達され
るように、印加される電磁エネルギーを調節するよう構成される、請求項１に記載の装置
。
【請求項９】
　前記少なくとも１つのプロセッサは、電磁エネルギーが連続的に供給されることにより
デューティサイクルが形成されるように、電磁エネルギーを調節するよう構成され、前記
少なくとも１つのプロセッサは、前記デューティサイクルを反復的に実行するよう構成さ
れる、請求項１に記載の装置。
【請求項１０】
　前記少なくとも１つのプロセッサは、前記デューティサイクルにしたがって変更空間要
素を変化させるよう構成される、請求項９に記載の装置。
【請求項１１】
　前記少なくとも１つのプロセッサは、前記物体により吸収可能なエネルギーを示す前記
値に基づいて、前記複数の変更空間要素のそれぞれに対する消散率を決定するよう構成さ
れる、請求項１に記載の装置。
【請求項１２】
　前記少なくとも１つのプロセッサは、少なくとも約毎分１２０回の率で前記複数の変更
空間要素に対する消散率を決定するよう構成される、請求項１１に記載の装置。
【請求項１３】
　前記複数の変更空間要素のそれぞれは、周波数、位相、および振幅に対する値を含む、
請求項１に記載の装置。
【請求項１４】
　位相の値が互いに異なる、複数の異なる変更空間要素を得るためにプロセッサによって
制御される位相モジュレータをさらに備える、請求項１に記載の装置。
【請求項１５】
　前記複数の変更空間要素のそれぞれは、周波数、位相、および振幅のうちの少なくとも
２つにおいて互いに異なる、請求項１に記載の装置。
【請求項１６】
　前記複数の変更空間要素および対応するパワー印加の時間的期間のうち、前記物体によ
り吸収可能なエネルギーを示す第１値と関連付けられた第１変更空間要素に対応するパワ
ー印加の第１時間的期間は、前記物体により吸収可能なエネルギーを示す第２値と関連付
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けられた第２変更空間要素に対応するパワー印加の第２時間的期間よりも短く、前記物体
により吸収可能なエネルギーを示す前記第２値は前記物体により吸収可能なエネルギーを
示す前記第１値よりも低い、請求項１に記載の装置。
【請求項１７】
　前記物体が配置される空洞と、前記物体に電磁エネルギーを向けるための少なくとも２
つの放射要素とをさらに備える、請求項１に記載の装置。
【請求項１８】
　前記少なくとも２つの放射要素に電磁エネルギーを供給するための電磁エネルギーのソ
ースをさらに備える、請求項１７に記載の装置。
【請求項１９】
　電磁エネルギーを物体に印加するための方法であって、
　位相の値が互いに異なる複数の変更空間要素のうちのそれぞれに対して、前記物体によ
り吸収可能なエネルギーを示す値を決定することと、
　前記物体により吸収可能なエネルギーを示す前記決定された値に基づいて、前記複数の
変更空間要素の１つ以上を、パワー印加の対応する時間的期間と関連付けることと、
　前記複数の変更空間要素のうちの１つ以上に対して、パワーが、前記パワー印加の対応
する時間的期間において、前記物体に印加されるよう、前記物体に印加されるエネルギー
を調節することと、
を含む方法。
【請求項２０】
　前記関連付けることは、前記複数の変更空間要素のそれぞれを、同じ変更空間要素と関
連付けられた前記パワー印加の時間的期間に対応するパワーレベル値と関連付けることを
含む、請求項１９に記載の方法。
【請求項２１】
　前記複数の変更空間要素およびパワー印加の対応するパワーレベル値および時間的期間
のうち、前記物体により吸収可能なエネルギーを示す第１値と関連付けられた第１変更空
間要素に対応するパワー印加の第１時間的期間は、前記物体により吸収可能なエネルギー
を示す第２値と関連付けられた第２変更空間要素に対応するパワー印加の第２時間的期間
よりも短く、前記物体により吸収可能なエネルギーを示す前記第２値は前記物体により吸
収可能なエネルギーを示す前記第１値よりも低い、請求項１９に記載の方法。
【請求項２２】
　前記物体により吸収可能なエネルギーを示す前記値は反射エネルギーまたは結合エネル
ギーの表示を含む、請求項１９に記載の方法。
【請求項２３】
　パワーが、非ゼロの時間的期間の間、それぞれが非ゼロのパワーレベルにある、少なく
とも２つの異なる変更空間要素を用いて、伝達されるように、印加される電磁エネルギー
を調節することをさらに含む、請求項１９に記載の方法。
【請求項２４】
　前記物体により吸収可能なエネルギーを示す前記値に基づいて、前記複数の変更空間要
素のそれぞれに対する消散率を決定することをさらに含む、請求項１９に記載の方法。
【請求項２５】
　前記複数の変更空間要素のそれぞれは、周波数、位相、および振幅に対する値を含む、
請求項１９に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　関連出願の相互参照
　本願は、１）２００９年１１月１０日に出願された「Ｄｅｖｉｃｅ　ａｎｄ　Ｍｅｔｈ
ｏｄ　Ｆｏｒ　Ｃｏｎｔｒｏｌｌｉｎｇ　Ｅｎｅｒｇｙ」を発目の名称とする国際出願Ｐ
ＣＴ／ＩＬ２００９／００１０５７号、２）２０１０年５月３日に出願された「Ｍｏｄａ
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ｌ　Ａｎａｌｙｓｉｓ」を発明の名称とする米国特許仮出願、３）２０１０年５月３日に
出願された「Ｌｏｓｓ　Ｐｒｏｆｉｌｅ　Ａｎａｌｙｓｉｓ」を発明の名称とする米国　
特許仮出願、および４）２０１０年３月３日に出願された「Ｓｐａｔｉａｌｌｙ　Ｃｏｎ
ｔｒｏｌｌｅｄ　Ｅｎｅｒｇｙ　Ｄｅｌｉｖｅｒｙ」を発明の名称とする米国特許仮出願
の利益を主張するものである。これら列挙した出願の全部の全体は、参照することにより
、本明細書に援用される。
【０００２】
　本願は、１）「Ｍｏｄａｌ　Ｅｎｅｒｇｙ　Ａｐｐｌｉｃａｔｉｏｎ」、２）「Ｄｅｇ
ｅｎｅｒａｔｅ　Ｍｏｄａｌ　Ｃａｖｉｔｙ」、３）「Ｐａｒｔｉｔｉｏｎｅｄ　Ｃａｖ
ｉｔｙ」、および４）「Ａｎｔｅｎｎａ　Ｐｌａｃｅｍｅｎｔ　ｉｎ　ａｎ　Ｅｌｅｃｔ
ｒｏｍａｇｎｅｔｉｃ　Ｅｎｅｒｇｙ　Ｔｒａｎｓｆｅｒ　Ｓｙｓｔｅｍ」を発明の名称
とする、２０１０年５月３日に出願された他の４つの米国特許仮出願に関連するものであ
る。これら列挙した出願の全部の全体は、参照することにより、本明細書に援用される。
【０００３】
　発明の分野
　本願は、本願のいくつかの実施形態において、全般には、装填物における電磁（ＥＭ：
ｅｌｅｃｔｒｏｍａｇｎｅｔｉｃ）エネルギーの消散に関し、さらに詳細には、例えば、
マイクロ波エネルギーまたはＵＨＦエネルギーを用いての解凍／加熱および／または調理
等の、高周波加熱に関するが、ただし、これに制限されるわけではない。
【背景技術】
【０００４】
　高周波放射を用いて物体を加熱することは、広く行われており、これには、家庭用マイ
クロ波オーブンならびに主に蒸気、高温空気、および赤外線加熱要素等の他の加熱手段と
の組み合わせでマイクロ波（ＭＷ：ｍｉｃｒｏｗａｖｅ）を使用する市販のオーブンが含
まれる。
【０００５】
　マイクロ波オーブンに関連する多数の問題の１つは、加熱の均一性に欠ける点である。
この不均一性により空洞内の定常波を反射するホットスポットおよびコールドスポットが
生じる。係る装置における不均一性を改良するための試みの多くは、空洞内におけるモー
ド（例えば、加熱中に装填物を攪拌および／または移動させるモード）の個数を増加する
ことを含む。
【０００６】
　複数の周波数が用いられるいくつかの場合においては、装置は、これにより装填物への
エネルギーの伝達が改善されるであろうという意図を持って、異なる伝達周波数における
装填物へのエネルギー伝達の効率を測定し、比較的高い効率を有する周波数においてのみ
装填物にエネルギーを伝達するよう構成されていた。
【０００７】
　物体を加熱することにより、異なる周波数におけるその物体の消散特性は変化する。例
えば、加熱前に装填物において１つの率で消散した周波数は、装填物の何らかの加熱また
は移動が生じた後は、異なる率（より高い率またはより低い率）で消散し得る。
【発明の概要】
【０００８】
　いくつかの実施形態によれば、周波数の放射スペクトルで装填物を放射する装置および
方法が提供される。放射は、異なる周波数において異なる量のエネルギーを伝達すること
により行われる。それぞれの周波数において伝達されるエネルギーの量は、少なくとも、
対応する周波数が伝達されるそれぞれの期間を変化させることにより、制御される。
【０００９】
　本実施形態の１つの態様によれば、対応する周波数が伝達される期間を変化させること
により異なる量のエネルギーが異なる周波数において供給される、装填物を放射するため
の方法が提供される。それにより、大量のエネルギーが必要とされる周波数がより長い時
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間にわたって伝達され、少量のエネルギーが必要とされる周波数がより短い時間にわたっ
て伝達される。
【００１０】
　装填物を放射することは、空洞共振器内で行われてもよい。
【００１１】
　装填物を放射することは、予め定められたエネルギー消散パターンが装填物において獲
得されるよう、制御されてもよい。
【００１２】
　装填物を放射することは、一定のパワー伝達レベルで行われてもよい。
【００１３】
　装填物を放射することは、それぞれの伝達周波数に対する最大パワー伝達レベルにおい
て、それぞれ行われてもよい。増幅器の動作を設計最大パワーに保つことにより、より安
価な増幅器の使用が可能となる。
【００１４】
　装填物を放射することは、異なる周波数のそれぞれに対して提供される最大量のエネル
ギーが制限されるよう、制御されてもよい。
【００１５】
　装填物を放射することは、伝達が行われる間、異なる周波数に対して提供されるエネル
ギーの全体量が制限されるよう、制御されてもよい。
【００１６】
　伝達が行われる期間は、伝達サイクルまたはデューティサイクルであってもよい。
【００１７】
　装填物を放射することは、個々の周波数が伝達される全体的期間が制限されるよう、制
御されてもよい。
【００１８】
　装填物を放射することは、伝達される周波数のそれぞれに対する可能なパワーが最大化
されるよう、制御されてもよい。
【００１９】
　少なくとも２つの周波数が、少なくとも２つの異なる非ゼロであるパワーで伝達される
。
【００２０】
　この方法は、
　装填物に周波数の放射スペクトルを放射することと、
　結果として生じる反射および結合スペクトル（ＲＣスペクトル）を計測することと、
　ＲＣスペクトルを考慮して、装填物の現在の消散情報を推測することと、
　消散情報に応じて周波数の放射スペクトルを設定することであって、ただし、その設定
は、対応する周波数が伝達されるそれぞれの期間を変化させることにより、異なる量のエ
ネルギーを異なる周波数で伝達することを含む、ことと、を含み得る。
【００２１】
　この方法は、
　エネルギーが装填物により吸収されるよう、装填物に周波数の放射スペクトルを放射す
ることと、
　結果のＲＣスペクトルを測定することと、
　測定されたＲＣスペクトルを考慮して、装填物の現在の消散情報を推測することと、
　消散情報に応じて周波数の放射スペクトルを変更することであって、ただし、この変更
は、対応する周波数が伝達されるそれぞれの期間を変更することにより、異なる量のエネ
ルギーを異なる周波数で伝達することを含む、ことと、を含み得る。
【００２２】
　周波数は、順番に並べられることにより、デューティサイクルを形成し得る。
【００２３】
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　この方法は、デューティサイクルを反復的に実施することを含み得る。
【００２４】
　周波数は、デューティサイクル内で変更される。
【００２５】
　この方法は、デューティサイクルの反復にわたって、周波数を差異的に断続して、装填
物を放射するそれぞれの周波数における全体的放射期間を変更することを含み得る。
【００２６】
　この方法においては、差異的な断続は、いくつかのサイクルの間にわたり周波数をオフ
にすること、またはいくつかのサイクルの間にわたりより低いパワーに切替えることによ
り達成され得る。
【００２７】
　本実施形態の第２の態様によれば、装填物に周波数の放射スペクトルを放射するための
方法が提供される。ただし、この装填物は、装填物のエネルギー消散状態の関数として変
化する消散情報を有し、この方法は、消散情報の変化に応じて周波数の放射スペクトルを
変更することを含み、この変更は、対応する周波数が伝達されるそれぞれの期間を変化さ
せることを含むものである。
【００２８】
　本実施形態の第３の態様によれば、
　ａ．装填物の存在下で共振するために、エネルギーを空洞へと複数の周波数で伝達する
よう機能するエネルギー供給装置と、
　ｂ．対応する周波数が伝達されるそれぞれの期間を変化させるよう機能するコントロー
ラと、を備える、装填物を放射するための装置が提供される。
【００２９】
　１つの実施形態においては、コントローラは期間を変化させることを反復的に行うよう
構成される。
【００３０】
　１つの実施形態においては、コントローラは、それぞれの期間に応じて周波数の放射ス
ペクトルを装填物を放射し、その結果として生じた反射および結合スペクトル（ＲＣスペ
クトル）を測定し、ＲＣスペクトルを考慮して現在の消散情報を推定し、消散情報に応じ
て周波数の放射スペクトルを設定するよう構成される。
【００３１】
　１つの実施形態においては、コントローラは、周波数のデューティサイクルの反復にわ
たって、オンまたはオフを差異的に切り替え、それにより、装填物を放射するときのそれ
ぞれの周波数の全体的期間が変化するよう、構成される。
【００３２】
　いくつかの例示的実施形態は、電磁エネルギーを装填物に供給するための装置を含み得
る。この装置は、複数の変更空間要素のそれぞれに対する装填物により消散されたエネル
ギーを示す情報を受け取るよう構成された少なくとも１つのプロセッサを備え得る。なお
、この変更空間要素は、後により詳細に説明する。プロセッサは、受け取った情報に基づ
いて、複数の変更空間要素のそれぞれを、対応するパワー印加の時間的期間に関連付ける
ようにも、構成され得る。プロセッサは、複数の変更空間要素のそれぞれに対して、対応
するパワー印加の時間的期間において、パワーが装填物に加えられるよう、装填物に加え
られるエネルギーを調節するよう、さらに構成され得る。
【００３３】
　他の例示的実施形態は、電磁エネルギーを装填物に供給するための装置を含み得る。こ
の装置は、装填物に関連付けられた消散指標の複数の値を決定するよう構成された、少な
くとも１つのプロセッサを備え得る。プロセッサは、消散指標の複数の値に基づいて、変
更空間要素／パワー／時間三重項を設定するようにも、構成され得る。プロセッサは、変
更空間要素／パワー／時間の三重項の適用を調節することにより、装填物にエネルギーを
加えるよう、さらに構成され得る。
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【００３４】
　他の例示的実施形態は、電磁エネルギーを装填物に供給するための方法を含み得る。こ
の方法は、複数の変更空間要素のそれぞれに対して装填物により消散されるエネルギーを
示す情報を受け取るステップと、受け取った情報に基づいて複数の変更空間要素のそれぞ
れを対応するパワー印加の時間的期間に関連付けるステップと、複数の変更空間要素のそ
れぞれに対して、対応するパワー印加の時間的期間においてパワーが装填物に印加される
よう、装填物に印加されるエネルギーを調節するステップと、を含む。
【００３５】
　本開示においては、多数の概念が、周波数および／または変更空間要素との関連におい
て説明される。いくつかの実施形態においては、周波数は、変更空間要素を定義または操
作するために用いられる１つまたは複数のパラメータに含まれ得る。したがって、一般に
、本開示の実施形態に係る、周波数の観点から説明される概念は、より一般的には、変更
空間要素の使用を含む実施形態にも敷衍され得る。
【００３６】
　別段の定義がない限り、本明細書において用いられる専門用語および科学用語の全部は
、本発明が属する当該技術分野の当業者により一般に理解されるものと同じ意味を有する
。本明細書において提供される材料、方法、および例は、例示的なものであるにすぎず、
限定を意図するものではない。
【００３７】
　本明細書で用いる「例示的」という用語は、「例、事例、または例示説明」を意味する
ために用いられる。「例示的」であると説明されるあらゆる実施形態は、他の実施形態よ
りも好適または有利であると解釈されるとは必ずしも限らず、および／または、他の実施
形態に属する特徴を組み込むことを排除するとは必ずしも限らない。「所望による」とい
う用語は、「いくつかの実施形態において提供され、他の実施形態においては提供されな
い」を意味するものとして本明細書では用いられる。本発明の特定の実施形態は、係る特
徴が矛盾しない限り、複数の「所望による」特徴を含み得る。
【００３８】
　本発明の実施形態に係る方法および／またはシステムの実装は、手動により、自動的に
、またはそれらの組み合わせにより、選択されたタスクを実行または完了することを含み
得る。これは、特に、マイクロ波オーブンおよび乾燥機等の装置の制御に関するタスクに
ついて言えることである。さらに、本発明に係る方法および／またはシステムの実施形態
の実際の装備および装置によれば、いくつかの選択されたタスクが、オペレーティングシ
ステムを用いてハードウェア、ソフトウェア、ファームウェア、またはこれらの組み合わ
せにより実装され得る。
【００３９】
　例えば、選択されたタスクを本発明の実施形態により実行するためのハードウェアは、
チップまたは回路として実装され得る。ソフトウェアとして、本発明の実施形態により選
択されたタスクは、任意の好適なオペレーティングシステムを用いてコンピュータにより
実行される複数のソフトウェア命令として実装され得る。本発明の例示的実施形態におい
ては、本明細書に記載の方法および／またはシステムの実施形態に係る１つまたは複数の
タスクは、複数の命令を実行するコンピューティングプラットフォーム等のデータプロセ
ッサにより実行される。所望により、データプロセッサは、命令および／またはデータを
記憶する揮発性メモリおよび／または例えば、命令および／またはデータを記憶するため
の磁気バードディスクおよび／または着脱可能媒体等の不揮発性ストレージを備える。所
望により、ネットワーク接続も提供される。ディスプレイおよび／またはキーボードまた
はマウス等のユーザ入力装置も所望により提供される。
【００４０】
　本発明は、添付の図面を参照しつつ、例示としてのみ、本明細書において説明される。
ここで図面を詳細に参照して、本明細書に示す特定事項は、例として、および、本発明の
好適な実施形態の例示的説明のためにのみ、示されたものであり、本発明の原理および概
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念的側面に関する最も有用で容易に理解される説明であると考えられるものを提供するた
めに提示されたものであることが強調される。この点に関して、本発明の基本的理解に要
求される以上に本発明の構造的詳細を示すことはまったく企てるものではない。以下の図
面と合わせて説明を読むことにより、当業者には、本発明のいくつかの形態をどのように
実際に実施するかが明らかになるであろう。
【図面の簡単な説明】
【００４１】
【図１Ａ－１Ｂ】図１Ａは、本発明のいくつかの実施形態により装填物を放射するための
方法を示す簡略化されたフローチャートである。図１Ｂは、その消散情報がそのエネルギ
ー状態に応じて変化する装填物に対して、制御されたエネルギー放射を提供するための、
本発明のいくつかの実施形態に係る方法を示す簡略化されたフローチャートである。
【図１Ｃ】図１Ｃは、本発明のいくつかの実施形態に係る、各周波数が伝達される期間を
変化させることにより、各伝達周波数において装填物に消散するエネルギーの量を制御す
る方法の簡略化されたフローチャートである。
【図２】図２は、複数の周波数での放射によるエネルギー伝達の制御の例示的フローチャ
ートである。
【図３】図３は、本発明の例示的実施形態に係る装置の概略図である。
【図４Ａ－４Ｂ】図４Ａ－４Ｂは、例示的な決定関数に対するパワー対周波数の概略的グ
ラフである。
【図５】図５は、本発明の実施形態に係る、装填物を放射するためのデューティサイクル
を制御する例示的なシナリオである。
【図６】図６は、本発明の例示的実施形態に係る、電磁エネルギーを物体に印加するため
の装置を示す図である。
【図７】図７は、本発明の実施形態に係る、消散率スペクトル（破線）および入力エネル
ギースペクトル（実線）を示す図である。
【図８】図８は、本発明の実施形態に係る消散率スペクトルを示す図である。
【図９】図９は、本発明の例示的実施形態に係る装置を示す図である。
【図１０】図１０は、例示的な変更空間を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００４２】
　本実施形態は、各変更空間要素（ＭＳＥ：ｍｏｄｕｌａｔｉｏｎ　ｓｐａｃｅ　ｅｌｅ
ｍｅｎｔ。詳細については後に説明する）において装填物に消散される電磁エネルギーの
量を制御するための装置および方法に関し、さらに詳細には、特にＭＳＥのデューティサ
イクル内における、各ＭＳＥが伝送される期間を変化させることによる制御に関するもの
である。エネルギーの消散は、例えば、解凍、霜取り、加温、調理、乾燥、その他のうち
の１つまたは複数を含む、時には温度上昇を伴わない、エネルギーの放射を利用する任意
の形の加熱のために用いられ得る。本明細書で用いる「電磁エネルギー」まはた「ＥＭエ
ネルギー」という用語は、赤外線（ＩＲ：ｉｎｆｒａｒｅｄ）、近赤外線、可視光線、紫
外線、その他を含むが、これらに限定されない、電磁スペクトルの任意の部分または全部
を含む。１つの特定の実施形態においては、印加される電磁エネルギーは、１００ｋｍか
ら１ｍｍの自由空間に１つの波長（それぞれ３ＫＨｚから３００ＧＨｚの周波数）が存在
する状態の高周波エネルギーを含み得る。いくつかの他の例においては、周波数バンドは
、５００ＭＨｚから１５００ＭＨｚの間、または７００ＭＨｚから１２００ＭＨｚの間、
または８００Ｍｈｚから１ＧＨｚの間であり得る。例えば、マイクロ波および極超短波（
ＵＨＦ：ｕｌｔｒａ　ｈｉｇｈ　ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ）エネルギーは両方とも高周波範囲
に含まれる。本発明の例は本明細書においては高周波エネルギーの印加との関連で説明さ
れるが、これらの説明は、本発明に関する少数の例示的な原理を例示するために提供され
たものであり、本発明を電磁スペクトルのいかなる特定の部分に限定することも意図する
ものではない。
【００４３】
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　両方ともＢｅｎ－Ｓｈｍｕｅｌらによる、参照することにより本明細書に援用される、
国際公開第２００７／０９６８７７号（’８７７）および国際公開２００７／０９６８７
８号（’８７８）（両方とも、２００７年８月３日に公開）は、電磁加熱のための方法お
よび装置を開示する。いくつかの開示された方法は、加熱される物体を空洞内に設置し、
複数の供給装置を介して複数の周波数でＵＨＦまたはマイクロ波エネルギーを空洞に供給
するステップを含む。
【００４４】
　引用することにより本明細書に援用される、２００８年８月２８日に公開された、Ｂｅ
ｎ　Ｓｈｍｕｅｌらによる、国際公開第２００８／１０２，３６０号（’３６０）は、特
に、制御された様式で空洞内の物体に広帯域高周波エネルギーを印加し、それにより物体
は、所望の一時的温度スケジュール内に、および所望の空間プロファイル内に、保たれる
ことと、所望の乾燥レベルが達成されたと少なくとも推定されたとき、乾燥を終了するこ
ととを含む、物体を乾燥させるための方法を開示する。
【００４５】
　引用することにより本明細書に援用される、２００８年８月２８日に公開された、Ｂｅ
ｎ　Ｓｈｍｕｅｌらによる、国際公開第第２００８／１０２，３３４号（’３３４）は、
特に、物体または物体の１部分を冷凍するための方法を開示する。この方法は、物体の少
なくとも１部分を、物体の凝固点よりも低い温度を有する冷却剤に晒し、それと同時に、
電磁加熱器を操作して、物体の少なくとも１部分をその凝固点より高い温度に保つことと
、電磁加熱を低下させることにより物体の少なくとも１部分を冷凍することとを含む。そ
の電磁加熱器は共振器を備え、物体の加熱された部分は共振器の内部で加熱される。
【００４６】
　’８７７、’８７８、および’３３４の出願の、前述の方法は、各伝達された周波数に
おける消散率と、その周波数において伝達され得るパワーの最大量とを考慮に入れる。こ
の方法は、時には、所望量のエネルギーのみが消散されるよう、各周波数において伝達さ
れるエネルギーの量を低下させることを目指すものである。
【００４７】
　’８７７、　’８７８、および’３３４の出願の前述の方法は、装填物において主に消
散する周波数バンドにおいてのみ（または主にその周波数バンドにおいて）パワーを伝達
する選択肢をさらに開示する。係る伝達は、例えば、表面電流への消散または複数の供給
装置（すなわち、アンテナ）の間の消散を回避または顕著に低下させるために用いられ得
る。伝達は、例えば、物体に消散されるパワーが、すべての伝達された周波数において実
質的に一定となる（これは、装填物における均一エネルギー消散パターンと称される場合
もある）よう、実施され得る。係る伝達により、供給されたエネルギーおよびエネルギー
伝達は、異なる周波数に対して異なったものとなり得るが、装填物の組成および／または
形状に関わらず、装填物における周波数当たりのエネルギー消散は実質的に等しくなるこ
とが可能となる。
【００４８】
　本発明のいくつかの実施形態によれば、周波数スペクトルまたはＭＳＥを装填物に照射
し、その結果生じる反射および結合スペクトル（「ＲＣスペクトル」）を測定し、放射の
間に変更される装填物のスペクトル消散をＲＣスペクトルから推測し、変化する消散スペ
クトルに応答して放射スペクトルを変更するための方法が提供される。装填物の「スペク
トル消散」または「消散情報」は、装填物における複数の伝達された周波数またはＭＳＥ
の消散率を意味するものとして解釈され得る。
【００４９】
　代替的に、または追加的に、放射の変更は、デューティサイクルにおける各伝達される
周波数において装填物に消散されるエネルギーの量を制御するための１つまたは複数のパ
ラメータを動的に調節することにより実施される。この調節は、装填物から取得されたス
ペクトル情報に基づくものである。スペクトル情報は、複数のＲＣスペクトル、装置の完
全なＳパラメータ、装填物のスペクトル消散、装填物における伝達された周波数またはＭ
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ＳＥの消散率、消散ピークに関連するＱ因子、および／または係る周波数またはＭＳＥの
それぞれにおいて空洞に伝達され得る最大パワー、のうちの１つまたは複数を含む、およ
び／または、その１つまたは複数から取得され得る。加熱を制御するための係るパラメー
タは、各周波数に対して割り当てられた時間および／または各周波数に割り当てられたパ
ワー等であるかまたはこれを含み得る。
【００５０】
　本発明のいくつかの実施形態によれば、各周波数またはＭＳＥに対する伝達時間は、所
望のエネルギーが任意の所与の周波数またはＭＳＥで装填物に消散されるよう、調節され
る。係る手順において、伝達時間が、より多くの時間を係る周波数またはＭＳＥに割り当
てることにより、比較的低いエネルギー消散率および／または低い最大パワー入力を有す
る場合（すなわち、高い相対的エネルギー伝達が、所与のサイクルにおいて係る周波数に
対して望まれる場合）を補償するために用いられ得る。所与の周波数またはＭＳＥで装填
物に消散するエネルギーは、装填物における所望の消散パターンを達成するよう制御され
得る。したがって、所望のエネルギーは、例えば、周波数またはＭＳＥに対する絶対値ま
たは相対値（他の伝達された周波数またはＭＳＥと比較して）、または両方の組み合わせ
であり得る。所望のエネルギーは、複数の周波数またはＭＳＥで消散されるエネルギーの
全体量または複数の周波数の間のパターン（相対的消散率）にも関連し得る。装填物にお
ける消散パターンは、各周波数もしくは複数の周波数またはＭＳＥの放射に晒される装填
物において消散される必要がある相対的および／または絶対的なエネルギーの量を意味す
る。消散パターンは、周波数またはＭＳＥに関連するものであってもよく（例えば、周波
数またはＭＳＥにより、所与のまたは相対的な量を消散する）、および／または、部位に
関連するものであってもよく（例えば、所与のまたは相対的な量を装填物内の部位に消散
する）、または、スペクトル情報の他のパラメータまたは特性（可能ならば、前記作動周
波数バンド全域にわたる）であり得る。例えば、消散パターンは均一（実質的に同一量の
エネルギーが複数の周波数もしくはＭＳＥにより、または複数の部位において、消散され
る）であってもよい。例えば、均一なエネルギー消散に対しては、加熱サイクルにおける
各周波数に対して消散されたエネルギー値の全部またはかなりの大部分（例えば、５１％
以上、６０％以上、８０％以上、または９５％以上）が同じ（例えば、最大差異が平均値
の４０％未満、２０％未満、１０％未満、５％未満）でなければならない。他のパターン
においては、異なる関係が存在してもよい。例えば、解凍に対して用いられ得るいくつか
の手順においては、比較的大量のエネルギーが、低い消散率を有する周波数またはＭＳＥ
に対して、装填物を放射され得る一方で、比較的少量のエネルギー（もし存在する場合）
が、高い消散率を有する周波数またはＭＳＥに対して、装填物を放射され得る。エネルギ
ー消散パターンは、（ａ）装填物における、均一なエネルギー消散、（ｂ）装填物におけ
る、制御された非均一なエネルギー消散、または（ｃ）これら２つの組み合わせ、のうち
の１つまたは複数を含み得る。消散パターンは、放射サイクル毎に対して選択されてもよ
く、または、複数のサイクルまたはプロセス全体に対して選択されてもよい。
【００５１】
　より高いパワーレベル（少なくともいくつかの周波数またはＭＳＥにおいて）が可能と
なるため、時間調節方法は、各周波数またはＭＳＥにおけるパワー入力のみを調節する場
合（例えば、周波数またはＭＳＥに対する伝達時間は固定される）と比較して、処理時間
の短縮を可能とし得る。所望により、最も高いパワーレベルが（周波数またはＭＳＥの関
数として）すべての周波数またはＭＳＥにおいて伝達され、エネルギー消散率が（所与の
スペクトル状態およびパワー源に対して）最大化され、それにより、時間が最小化される
。時間の制御は、加熱中、例えば各デューティサイクルの前および／または複数のデュー
ティサイクルの前および／または後に、１回または複数回実施されてもよく、空洞および
／または装填物から取得されたスペクトル情報または消散情報に基づいて実施されてもよ
い。制御は、例えば、異なる周波数またはＭＳＥ上で装置を制御して、各周波数またはＭ
ＳＥが、必要とされるパワーおよび期間で確実に伝達されるようにすることを含んでもよ
い。制御は、場合によっては例えば、サイクルの間における伝達パターンの変化を含んで
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もよく、また場合によっては、それぞれの計算および／または決定プロセスを含んでもよ
い。
【００５２】
　追加的に、または代替的に、各伝達される周波数またはＭＳＥにおける最大可能パワー
は、その周波数またはＭＳＥに対する伝達時間を制御しながら、その周波数またはＭＳＥ
に対して伝達されてもよい。係る伝達の結果として、所望する量のエネルギーが所与の周
波数またはＭＳＥにおいて装填物に消散されることとなる。係る伝達の結果として、所望
のエネルギー消散パターンを達成しつつ、消散されるパワー（すなわち、装填物に対する
エネルギー伝達率）の増大化、さらには最大化さえもが図られる。追加的にまたは代替的
に、所与の消散パターンを用いて任意の所与のエネルギー量を消散するに必要な時間が短
縮され、さらには最短化され得る。驚くべきことに、１つの周波数またはＭＳＥにおける
エネルギー伝達は、結果として伝達される周波数またはＭＳＥにおける装填物の消散に影
響を与えるが、スペクトル上で注意深く選択された周波数またはＭＳＥでの最大可能パワ
ーにおけるエネルギー伝達は、物体に損傷を加えない。
【００５３】
　本発明のいくつかの実施形態によれば、各サイクルに現れる周波数またはＭＳＥは、多
数のサイクルにわたる合計が所望の消散パターンを提供するよう、空洞および／または装
填物から取得されたスペクトル情報および／または消散情報にしたがって動的に選択され
るのに対し、各周波数またはＭＳＥに対して割り当てられる時間はデューティサイクル内
におけるすべての伝達される周波数またはＭＳＥに対して一定である。この実施形態は、
図５において、およびその関連する説明において、より詳細に説明される。
【００５４】
　本発明のいくつかの実施形態によれば、パワーが一連のデューティサイクルにわたって
動的に調節される一方で、各周波数またはＭＳＥの伝達に割り当てられる時間は、デュー
ティサイクル内の伝達されるすべての周波数またはＭＳＥの全部に対して一定であり得る
。その結果、所望の加熱パターンが、その一連のサイクル（所定のサイクル群）にわたっ
て達成される。係る場合においては、所望のエネルギーがその周波数またはＭＳＥにより
消散されるまで、各周波数反復サイクルをそのサイクル群内で伝達することが可能である
。各周波数またはＭＳＥに対する伝達パワーは、所望量のエネルギーの合計がその周波数
またはＭＳＥにより消散されるよう、サイクル群内のサイクルの少なくもと一部に対して
最大となり得る。場合によっては、これは、この周波数またはＭＳＥが、群内のいくつか
のサイクルの間、最大パワーで伝達され、群内の１つまたは複数のサイクルの間、より低
いパワー（またはゼロのパワー）で伝達されることを意味する。パワーの制御は、空洞お
よび／または装填物から取得されたスペクトル情報および／または消散情報に基づいて実
施されてもよい。
【００５５】
　本発明に係る装置および方法の動作および原理は、図面および関連する説明を参照する
ことにより、よりよく理解されることであろう。
【００５６】
　本発明の少なくとも１つの実施形態を詳細に説明する前に、本発明は、以下の記載で説
明するまたは図面に示す構成の詳細および構成部品の配列への適用に限定されないことを
理解すべきである。本発明は、他の実施形態が可能であり、または、様々な方法で実行ま
たは実施され得る。また、本明細書で用いる表現および用語は、説明の目的のために用い
られたものであり、限定的な意味で受け止められるべきではないことも理解すべきである
。
【００５７】
　図１Ａは、一連の周波数上で、装填物を放射するための、本発明に係る第１の実施形態
を示す簡略化された図である。本発明のいくつかの実施形態によれば、一連の伝達される
周波数のうちの各周波数に対する伝達時間が、所望のエネルギーがその所与の周波数にお
いて物体に消散されるよう、調節される方法が提供される。各周波数に対する伝達の時間
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量は、スペクトル情報および／または消散情報が更新される都度、各デューティサイクル
において、いくつかのデューティサイクルの間、または１つのデューティサイクル中に、
スペクトル情報および／または消散情報に基づいて、推測（しかるべく制御）され得る。
ボックス２をここで参照する。ボックス２では、装填物に伝達される周波数が提供される
。周波数は、場合によっては、あらかじめ定められるが、より一般的には放射プロセスの
間に（例えば、スペクトル情報および／または消散情報に基づいて）動的に選択される。
ボックス４において、各選択された周波数に対して伝達期間が決定される。各周波数に対
する伝達時間は、所望のエネルギー（絶対量または相対量）が所与の１つのサイクル（ま
たは複数のサイクル）において所与の周波数で物体に消散されるよう、調節される。ボッ
クス６において、装填物は、選択された周波数のうちの各周波数がボックス２で設定され
た期間にわたり伝達されるよう、放射される。
【００５８】
　図１Ｂを参照する。なお、図１Ｂは、本発明のいくつかの実施形態にしたがって装填物
に対して制御されたエネルギー放射を提供するための方法と、装填物および／または空洞
からのフィードバックが様々な周波数に対する伝達時間を設定するためにどのように用い
られるかを示す、簡略化されたフローチャートである。通常、装填物は、静的ではなく、
むしろ装填物の現状に応じて変化するエネルギー消散特性を有する。
【００５９】
　さらに一般的には、異なる物質（または異なる特性を有する物質）は、一般に、異なる
吸収特性を有する（例えば、複数の材料から構成されるため、または異なる相を有する物
質で構成されるため）。さらに、吸収特性は物体内の物質の温度および／または相の関数
である場合が多々ある。したがって、物体の温度および／または相が変化すると、物体の
吸収特性も変化し得、この変化の率および大きさも、物体内の物質（単数または複数）の
特性に依存し得る。加えて、物体の形状も、特定の周波数におけるその吸収特性に寄与し
得る。不規則形状を有する物体は、例えば、不規則な電磁エネルギー吸収を示し得る。こ
れらすべての要因により、物体における電磁エネルギーの吸収を制御することは困難とな
り得る。
【００６０】
　ボックス３２において、空洞は、周波数の放射スペクトルで放射される。ボックス３４
において、結果として生じたＲＣスペクトルが測定される。ボックス３２およびボックス
３４で示されるステップは、測定自体が顕著な量のエネルギーを装填物に伝達しないよう
、実施され得る。これは、例えば、加熱効果がわずかであるかまたはゼロであるが反射ス
ペクトルを獲得するに十分な低エネルギーで実施され得る。代替的に、スペクトル情報（
または消散スペクトル）は、高パワーを伝達するが、それを極めて短時間（例えば、１、
１０、または１００、さらには１０００ミリ秒）で行うことにより、測定され得る。反射
スペクトルは、特に、各伝達される周波数に対する、および伝達されるスペクトル全体に
対する、消散情報または特性を示す。ボックス３６において、装填物の現在の消散情報が
推定される。
【００６１】
　ボックス３８において、周波数の放射スペクトルは、以前のステップにおいて推定され
た消散情報にしたがって設定される。この設定は、消散情報に応じて、どの周波数を伝達
するかの選択を設定すること、および／または伝達パワーおよび／または時間を設定する
こと含み得、消散情報に基づいて係るパラメータを設定するのに必要な計算ステップを含
み得る。全周波数が、全周波数に対して設定された期間にわたって伝達されると、１つの
デューティサイクルが終了し、新規のデューティサイクルが開始されてもよい。係るデュ
ーティサイクルは、複数の伝達サイクルを含むと考えられる。
【００６２】
　その後、ボックス３８において放射は停止され、プロセスは反復（ボックス３２～３８
）され得る。それにより、加熱中のＲＣスペクトル（または消散スペクトル）の変化に応
じて伝達時間を動的に再設定することができる。このように、装填物は、所望の消散パタ
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ーンが達成されるよう、放射され得る。異なる周波数において伝達されるエネルギーの相
対量は、周波数バンドの各周波数におけるそれぞれの消散率に応答して、調節され得る。
代替的に、伝達されるエネルギーの相対量は、周波数バンドの全周波数における消散率の
関数または導出に応答して調節され得、それにより、装填物におけるエネルギー分散パタ
ーンが影響を受ける。
【００６３】
　ここで図１Ｃを参照する。図１Ｃは、各周波数が伝達される期間を変化させることによ
り各伝達される周波数において装填物に消散されるエネルギーの量を制御する方法の簡略
化されたフローチャートである。ボックス４２において、装填物は、デューティサイクル
において一連の周波数を用いて、ＵＨＦまたはマイクロ波放射により、放射される。この
放射は、極めて低いエネルギー伝達で情報が得られる（それにより、消散情報に与えられ
る影響がほとんどないかまたはまったくない）よう、比較的低エネルギーで、および／ま
たは高エネルギーで極めて短い伝達時間で、行われ得る。ボックス４４において、消散情
報が装填物から得られる。ボックス４６において、各周波数に対するエネルギーレベルが
、所望の伝達パターンに基づいて、選択される。この選択は、例えば、装填物に対するそ
れぞれの消散レベルおよび所望されるエネルギー消散の全体量に基づいて、行われてもよ
い。ボックス４８において、デューティサイクルは、少なくとも、対応する周波数が伝達
されるデューティサイクル内のそれぞれの期間を選択することにより、設定される。一般
に、所与のパワーは、その周波数における最大可能パワーであり、その周波数に対する消
散率を考慮して、設定された量のエネルギーが伝達される。ボックス４９において、装填
物は、デューティサイクルにしたがって放射される。この放射に続いて、新規ラウンドの
デューティサイクル変更のボックス４２が再び実施されてもよい。最初のエネルギー消散
情報（または、実際に全消散パターン）は、所定のエネルギー消散情報（例えば、同様の
装填物に対する装置または同様の装置の以前の動作に基づいて、卵または水に対して期待
される消散情報）から得られ得る。デューティサイクルは、少なくとも、対応する周波数
が伝達されるデューティサイクル内のそれぞれの期間を変化させることにより、変更され
る。デューティサイクルは、装填物を放射するために用いられる周波数と、対応する周波
数において伝達されるパワーとを含んでもよい。周波数あたりのエネルギーは、サイクル
内で制限され得る。この制限は、そのサイクルの実施に許容される各周波数に対する最大
累計時間とパワーの組み合わせに基づいて行われてもよく、または、許容される周波数あ
たりの最大エネルギーに基づいて行われてもよい。
【００６４】
　本明細書の他の箇所に述べたように、伝達されるすべてのエネルギーの全部が装填物に
より必ずしも実際に消散（すなわち吸収）されるとは限らない。装填物により吸収される
、伝達されたエネルギーの部分は、通常、異なる周波数に対して、および異なる装填物に
対して、異なる。過剰な伝達されたエネルギーは、供給装置へと反射され得、または他の
供給装置（係る供給装置が存在する場合）に結合され得る。
【００６５】
　図２は、伝達されるエネルギーの量の制御を示す例示的フローチャートである。ボック
ス２１において、エネルギー消散パターンが所望により選択される。ボックス２２におい
て、消散情報が装填物から（例えば、上述のように低エネルギー周波数スイープを伝達す
ることにより）取得される。ボックス２３において、消散情報が分析される。ボックス２
４において、各伝達される周波数当たりの、周波数／時間／パワー（ＦＴＰ）の三重項が
、選択されたプロファイルを実施するために、選択される。三重項を選択するための方法
は、後の部分でより詳細に説明される。ＦＴＰ三重項のうちの１つまたは複数は、周波数
の全部または複数に対して一定であってもよい。ボックス２５において、ＦＴＰ三重項に
したがって、装填物に伝達される。ボックス２１～ボックス２５で説明したプロセスは、
新規の情報取得または分析ステップとともに、またはこれらの新規ステップなしに、反復
されてもよい。ボックス２６は、終了について説明する。なお、この終了は、自動的であ
り得る。自動終了は、設定量のエネルギーが消散された後、または、所与の時間が経過し
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た後、または、湿度／体積／相変化等であり得る感知入力に基づいて、実施されてもよい
。終了は、手動で実施されてもよい。
【００６６】
　単位時間に対する所与の消散率に対する所与の周波数に対するパワーの量は、本明細書
では以降ｄｐｌ（ｆ）として定義される。パワーとは単位時間当たりに消散されるエネル
ギーを意味する。異なる周波数に異なるエネルギーを供給することは、例えば、異なるピ
ークパワー、異なるデューティサイクルを用いること、および／または異なる率で伝達す
ることにより実行されてもよい。例えば、パワーは、一定の大きさで、しかし異なる率で
、および／または異なる周波数に対してパルス間で異なる遅延で、供給されてもよい。
【００６７】
　パワーが調節される加熱においては、各周波数の伝達に割り当てられる時間は、デュー
ティサイクル内ですべての伝達される周波数に対して一定であるが、パワーは周波数間で
変化してもよい。すべての周波数（または特定範囲の周波数範囲）においてパワーの均一
な消散を有することが望まれる場合は、ｄｐｌ（ｆ）は、すべての伝達される周波数に対
して同一となるよう選択される。係る場合においては、異なるパワーは、それぞれの周波
数で消散される、実質的に均一な量のエネルギーに影響を与えるために、異なる消散率を
有する異なる周波数で伝達される。
【００６８】
　単位時間において（所与のパワー源、例えば、ＲＦパワー増幅器を用いることにより）
装填物に消散され得るエネルギーの最大量はｅｐ（ｆ）として定義される。これは、周波
数における消散率（ｄｒ（ｆ））、および周波数におけるパワー源から得られる最大パワ
ー（Ｐｍａｘ）の関数である。（パワーが調節される加熱において）各周波数の伝達に対
して割り当てられる時間が、すべての伝達される周波数に対して一定であるため、いくつ
かの周波数に対しては、高い所望量のエネルギーを時間枠内で消散することが可能ではな
い場合もあり得る（すなわち、ここではｅｐ（ｆ）＜ｄｐｌ（ｆ）である）。低いｄｐｌ
（ｆ）を選択することにより、周波数のうち消散される所望量のパワー（ｄｐｌ）を有す
る周波数の個数は増加し（ｅｐ（ｆ）＞＝ｄｐｌ（ｆ））得、したがって、所望量のエネ
ルギーが装填物のうちのより多くの部分に消散する。しかし、これは、エネルギー消散の
速度を犠牲にして行われることとなるであろう。より高いｄｐｌを選択すると、より大量
のエネルギーが所与の時間枠内で消散されることとなるため、加熱の率がより大きくなり
得る。しかし、より高いｄｐｌを選択すると、実際のエネルギー消散は、選択されたエネ
ルギー消散パターンからの逸脱がより大きくなり得る。なぜなら、より多くの周波数にお
いてｅｐ（ｆ）＜ｄｐｌとなり、それにより、より多くの周波数は、最大利用可能エネル
ギーのみを受け取り、その最大利用可能エネルギーは、その環境におけるこれらの周波数
に対して、ｄｐｌよりも低いからである。空洞の特性を変更（例えば、電磁界調節要素を
移動すること、および／または装填物を移動することにより）することにより、スペクト
ル情報および／または消散情報が、例えば、所与のｄｐｌ（ｆ）がより多くの周波数にお
いて伝達可能となり、それにより、所与のレベルの均一さにおける加熱率がより大きくな
ることが可能となるよう、変更され得る。
【００６９】
　時間が調節される加熱においては、各周波数の伝達に割り当てられる時間は、デューテ
ィサイクル内の伝達される周波数間で変化し、また、所望により、伝達パワーも周波数間
で変化し得る。すべてのまたはいくつかの周波数において、均一なまたは実質的に均一な
エネルギーの消散を有することを所望する場合、ｄｐｌ（ｆ）は、すべての伝達される周
波数において同一となるよう選択される。この方法を用いることにより、異なる時間が、
異なる周波数で、同一のおよび／または異なる伝達パワーで、伝達するために用いられ得
る。しかし消散率が異なるために、実質的に同一量のパワーが装填物に消散される。
【００７０】
　時間が調節される加熱においては、各周波数の伝達に割り当てられる時間が、例えば、
ｅｐ（ｆ）における差異を補償するために、変化し得るため、パワー調節される加熱の場
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合よりも、より多くの周波数が所与のｄｐｌ（ｆ）において有用となり得る。事実、時間
が調節される加熱においては、パワー調節される加熱を用いての同一状況下で達成される
消散パターンおよび時間と比較して、消散パターンおよび時間は実質的に無限である。高
すぎるまたは低すぎる消散率および／またはｅｐ（ｆ）を有する周波数の使用を防ぎ得る
、さらに他の制限が、以下の例で詳述するように、課せられてもよい。したがって、時間
が調節される手順において、例えば、電磁界調節要素を移動することおよび／または装填
物を移動することにより空洞の特性を変更することは、所望の消散パターンに影響を与え
るために用いられる周波数の個数（または比率）を変更するためにも用いられ得る。
【００７１】
　いくつかの実施形態によれば、任意の所与の伝達サイクルにおいて消散されるエネルギ
ーの所望される全体量は、あらかじめ設定されてもよい。デューティサイクルとも呼ばれ
る伝達サイクルは、所望のエネルギー消散パターンにしたがって、ワーキングバンドで用
いられるすべての周波数を含み、１回でまたは連続して伝達される１組の伝達である。１
つのサイクルにおいて、周波数は、上述のサイクル群と同様に、エネルギー消散パターン
に影響を与えるために、１回または複数回、伝達され得る。例えば、サイクルは、周波数
スイープとして実現されてもよい。なお、周波数スイープにおいては、各周波数は、１回
、および／またはパルスとして、伝達され、そこでは、複数の周波数が同時にまたは当該
技術分野において既知である任意の他の方法を用いて、伝達される。サイクルは、伝達ス
ペクトルパラメータの再設定事象間の伝達全体であり得る。単一の加熱手順は、単一の伝
達サイクルとして（特に、所望のエネルギー消散パターンが小さい場合）、または複数の
伝達サイクルとして、実施され得る。
【００７２】
　時間調節される加熱に対するいくつかの実施形態によれば、例えば、比較的低いｅｐ（
ｆ）（例えば、最大ｅｐｌの５０％以下、２０％以下、１０％以下、またはさらには３％
以下）での伝送が必要であることにより、または、ｅｐ（ｆ）が予め定められた絶対値よ
り低い場合に、サイクルの不適当な延長を避けるために、伝達されるパワーの下限が選択
されてもよい。このパワー限界は、本明細書ではｂｐｌと呼ばれる。ｔｐｌ（ｆ）は、ｄ
ｐｌを消散するために所与の周波数で装置により伝達され得るパワーを示す。したがって
、ｔｐｌ（ｆ）はｄｐｌ、すなわち所与の周波数および消散率（その周波数におけるｄｆ
（ｆ））において装置により伝達され得る最大量のパワー、の関数である。ｔｐｌ（ｆ）
がより低い場合、ｄｐｌ（ｆ）を消散するために必要とされる時間は、ｔｐｌ（ｆ）がよ
り高い場合よりも（同一のｄｆｌ（ｆ）に対して）、より長くなる。ｔｐｌ（ｆ）＜ｂｐ
ｌである場合、したがって、加熱手順は、係る周波数において経過する時間の量を制限す
るよう、調節され得る。例えば、ｂｐｌより低いｔｐｌ（ｆ）を有する周波数は、無視さ
れる、すなわち、まったく伝達されないか、あるいは、限定された時間期間だけ伝達され
る。したがって、例えば、ｅｆ（ｆ）を加熱する期間は、ｂｐｌである。
【００７３】
　いくつかの実施形態によれば、伝達されるパワーの最大量は、例えば、装置への損傷を
避けるために、制限される。この制限は、ｔｐｌ（ｆ）に最大限界を設定することにより
、実施される。この制限は、装填物に消散されない伝達エネルギーの部分が大きい低消散
率周波数において、より大きい意味を持つ。この制限の効果は、装置の異なる部分に、反
射されたパワー負荷に対する冷却手段等の保護手段を加えることにより、低減される。制
御器は、反射されたパワー負荷に消散されたパワーが所定の上限を超えることがないよう
、構成されてもよい。係る構成は、反射および結合エネルギーを計算すること、または温
度を測定することにより、または当該技術分野で既知の任意の他の手段により、達成され
得る。
【００７４】
　いくつかの実施形態によれば、上限が、例えば、装置に損傷が加えられることを防ぐこ
と、および装置からの過度の放出を防ぐことを含む任意の理由のために、空洞に伝達され
ることが許可されるパワーレベルに課せられる。掛かる制限は、ｕｔｐｌと呼ばれる。係
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【表１】

【００７５】
　いくつかの実施形態によれば、上限が、装置および／または装置に損傷が加えられるこ
とを防ぐこと、および／または装置からの過度の放出を防ぐこと、または任意の他の理由
のために、装填物に消散されることが許可されるパワーレベルに課せられる。係る場合に
おける上限はｕｐｌと呼ばれる。この制限は表２に定義される。表中、ｇｌ（ｆ）は、ｕ
ｐｌに関わらず各周波数において装填物に消散されるパワーの量を示し、ｇｌ’（ｆ）は
、ｕｐｌを考慮した場合の各週端数において装填物に消散されるパワーの量を示す。
【表２】

最終的には、場合により、ｕｐｌ、ｕｔｐｌ、およびｂｐｌのうちの２つ以上が用いられ
てもよい。
【００７６】
　ＦＴＰを選択するための例示的方法：
　所与の周波数における消散率であるｄｒ（ｆ）は、０と１との間の可能性のある値を有
し、測定されたパワーに基づき、測定されたＳパラメータを用いて、式１に示すように計
算される。
【数１】

【００７７】
　各周波数において装填物に消散され得る最大パワー（ｅｐｊ（ｆ）として示される）は
、Ｐｍａｘｉｍｕｍ，ｊ，ｗａｔｔが各周波数において増幅器から利用可能である最大パ
ワーであるとして、以下のように計算される。

【数２】

【００７８】
　任意の所与の消散サイクルにおいて、ｇｌ（ｆ）は、各周波数において装填物に消散さ
れるパワーを示す。ｄｐｌ（ｆ）は、所与の周波数における装填物に消散されることが望
まれるパワーの量を示す。したがって、消散は、表３のように説明される。
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【表３】

【００７９】
　ただし、ｇｌ（ｆ）（ｅｐ（ｆ）、およびｄｐｌ（ｆ））は、装填物に消散されるパワ
ーである。各周波数において装置により伝達されるパワー（ｔｐｌ（ｆ））は、表４に説
明するように、ｇｌ（ｆ）およびｄｒ（ｆ）の関数である。

【表４】

【００８０】
　したがって、ｂｐｌよりも低いｔｐｌ（ｆ）値に対しては伝達が妨げられるよう、ｂｐ
ｌが課せられる場合においては、実際の伝達（ｔｔｌ’（ｆ））は、表５に示される。
【表５】

【００８１】
　伝達時間の計算：
　本発明のいくつかの例示的実施形態において、基本時間ステップ（これ以後、ｂｔｓと
呼ばれる（例えば、１０ナノ秒））が選択される。基本時間ステップは、通常、各周波数
の伝達のための時間を制御する制御器の特徴であり、伝達される周波数間の時間単位にお
ける最大解像度を定義する。ｔｔｄ（ｆ）は、ｂｔｓ単位で測定される、ｔｐｌ（ｆ）を
伝達するのに必要な時間を定義する数値である。ｔｔｄ（ｆ）は、以下のように計算され
得る。
【数３】

【００８２】
　したがって、最小伝達時間は、ｔｔｄ（ｆ）およびｂｔｓの関数として計算され得る。
場合によっては、少なくとも意味のある量のエネルギーを伝達するサイクル時間が課せら
れることが望まれる場合もあり、また、サイクル時間が、いかなるる他の理由のためにで
も、あまり短くないことが望まれる場合もある。したがって、時間拡大定数（ｔｓｃ）を
、サイクル時間を増やすために導入することができる。それにより、各周波数に対する実
際の伝達時間（ａｔｔ（ｆ））は、以下のように計算することができる。
【数４】

【００８３】
　ｔｓｃは、サイクル期間を増加／減少するために、用いてもよい。ｔｓｃは、装置に対
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して一定の値であってもよく、または、異なる一定値が異なる動作手順に対して設定され
てもよく、装填物の特性に基づいて設定されてもよく、または動作サイクルの間、随時調
節されてもよい（例えば、サイクル当たり伝達されるエネルギーの全体量に基づいて）。
事実、場合によっては、ｔｓｃの値を増加させることを、低いｄｐｌ（ｆ）値を伝達する
ために用いられてもよく、これはエネルギー伝達プロセスの全体的期間を増し得るが、所
望の消散パターンをより正確に提供し得る。
【００８４】
　伝達時間の所与の全体量（ａｔｔ（ｆ））が、この期間が必ずしも連続的に伝達される
とは限らないよう、各周波数に割り当てられることに注意すべきである。むしろ、伝達サ
イクルが複数のサイクルに分割され、各周波数に対する伝達時間全体がａｔｔ（ｆ）に保
持される一方で、伝達される周波数の一部または全部がａｔｔ（ｆ）より小さい期間で伝
達され得る。
【００８５】
　時間低減の実例説明：
　例示的な説明は、２つの伝達周波数ｆ１およびｆ２、および装置の最大伝達パワーＰｍ

ａｘｉｍｕｍ＝Ｐ１＞Ｐ２に基づく。伝達されるパワーを調節することに基づく、選択さ
れたパワー伝達手順によると、Ｐ１はｆ１およびＰ２はｆ２で、それぞれ一定時間ｔで伝
達される。係る場合、Ｅ１およびＥ２を伝達するために用いられる全体的時間は２ｔであ
る。
【数５】

【００８６】
　エネルギーが伝達される時間を調節することに基づく、選択されたパワー伝達手順によ
ると、Ｐｍａｘｉｍｕｍはｆ１およびｆ２の両方で伝達される。係る場合において、Ｅ１

およびＥ２を伝達するために用いられる全体的時間は、以下のように計算される。

【数６】

【００８７】
　Ｐｍａｘｉｍｕｍ＝Ｐ１であるため、ｔ１はｔに等しくなるべきである。しかし、Ｐｍ

ａｘｉｍｕｍ＞Ｐ２であるため、ｔ２はｔよりも小さくなければならない。

【数７】

【００８８】
　図３は、本発明の１つの実施形態に係る装置１０を示す図である。装置１０は、図示の
ように、空洞１１を備える。図示する空洞１１は、導体、例えばアルミニウム等の金属で
作られた円筒形空洞である。しかし、本発明の一般的な方法は、特定の共振器空洞形状に
は限定されないことを理解すべきである。空洞１１または導体製の任意の他の空洞は、遮
断周波数（例えば、５００ＭＨｚ）より大きい周波数を有する電磁波のための共振器とし
て機能する。なお、遮断周波数は、とりわけ空洞の幾何学的形状に依存するものである。
幾何学的形状に基づいて遮断周波数を決定する方法は、当該技術分野において周知であり
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、その方法を用いることができる。
【００８９】
　装填物１２（物体とも呼ばれる）は、所望により、支持部材１３（例えば、マイクロ波
オーブンのプレート）上で、ファラデー箱であり得る空洞内に配置される。本発明の例示
的実施形態において、空洞１１は、１つまたは複数の供給装置１４を備え得る。この供給
装置１４は、装填物の存在下で、一連の周波数内で共振を生じさせるための空洞にエネル
ギーを伝達するために用いられ得る。エネルギーは、例えば、固体増幅器の使用を含む、
当該技術分野で既知である任意の方法および手段を用いて伝達される。供給装置１４のう
ちの１つまたは複数、場合によっては全部を、所与の周波数バンドのＲＦ周波数内で、空
洞のスペクトル情報および／または装填物の消散情報を取得するために、動作中に１回ま
たは複数回用いることにより、空洞のスペクトル情報、例えば、装填物の消散情報をワー
キングバンドにおける周波数の関数として決定してもよい。この情報は、以下で詳述する
ように、制御器１７により収集および処理される。
【００９０】
　制御器１７は、本開示の実施形態に関連する命令を実行するよう構成された少なくとも
１つのプロセッサを備えてもよい。本明細書で用いる「プロセッサ」という用語は、入力
または出力に論理操作を実施する電気回路を含み得る。例えば、係るプロセッサは、１つ
または複数の集積回路、マイクロチップ、マイクロコントローラ、マイクロプロセッサ、
中央処理装置（ＣＰＵ）の全部または一部、グラフィックス処理ユニット（ＧＰＵ）、デ
ジタル・シグナル・プロセッサ（ＤＳＰ）、フィールド・プログラマブル・ゲートアレイ
（ＦＰＧＡ）、または命令の実行もしくは論理演算の実行に好適な他の回路を含み得る。
【００９１】
　空洞１１は、エネルギー印加ゾーンを、備えるか、またはいくつかの場合において画成
してもよい。係るエネルギー印加ゾーンは、電磁エネルギーが印加される、任意の空所、
位置、領域、またはエリアであり得る。エネルギー印加ゾーンは中空でもよく、または、
液体、固体、気体、プラズマ、またはこれらの組み合わせが充填または部分的に充填され
てもよい。例として、エネルギー印加ゾーンは、電磁波の存在、伝播、および／または共
振を許容する、筐体の内部、部分的筐体の内部、開放空間、固体、または部分的固体を含
んでもよい。本開示の目的のために、すべての係るエネルギー印加ゾーンは空洞と呼ばれ
得る。物体は、その物体の１部分がエネルギー印加ゾーン内に存在するか、または供給さ
れる電磁放射を受け取る場合、エネルギー印加ゾーンの「内部」にあるとみなされる。
【００９２】
　本明細書で用いる「放射要素」および「アンテナ」という用語は、エネルギーの放射ま
たは受容のために本来設計されたかどうか、および追加的な機能を有するかどうかに関わ
りなく、電磁エネルギーが放射する、および／または電磁エネルギーが受容される、任意
の構造体を広く指し得る。例えば、放射要素またはアンテナは、開口／スロットアンテナ
、または、同時に、もしくは制御された動的位相差で（例えば、フェーズアレイアンテナ
）、同調して伝送する複数の端子を有するアンテナを含み得る。いくつかの例示的実施形
態に従って、供給装置１４は、電磁エネルギー印加ゾーンにエネルギーを供給する電磁エ
ネルギー送信器（本明細書において「送信アンテナ」と称される）、電磁エネルギー印加
ゾーンからエネルギーを受け取る電磁エネルギー受信器（本明細書において「受信アンテ
ナ」と称される）、または送信機および受信器の両方の組み合わせを備えてもよい。
【００９３】
　送信アンテナにエネルギーが供給されると、その結果、送信アンテナからエネルギー（
本明細書において「入射エネルギー」と称される）が発せられ得る。入射エネルギーは、
エネルギー印加ゾーンに供給され得る。その量は、ソースによりアンテナに供給された量
と等量であり得る。入射エネルギーのうちの１部分は、物体により消散される（本明細書
において「消散エネルギー」と称される）。他の部分は、送信アンテナに反射される（本
明細書において「反射エネルギー」と称される）。反射エネルギーは、例えば、物体およ
び／またはエネルギー印加ゾーンにより生じる不適合により、反射してアンテナに戻るエ
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ネルギーを含み得る。反射エネルギーは、送信アンテナの部分により保持されるエネルギ
ー（すなわち、アンテナにより発せられたが、エネルギー印加ゾーンに流れなかったエネ
ルギー）も含み得る。反射エネルギーおよび消散エネルギー以外の入射エネルギーの残部
は、送信アンテナ以外の１つまたは複数の受信アンテナに伝達され得る（本明細書におい
て「伝達エネルギー」と称される）。したがって、送信アンテナに供給された入射エネル
ギー（「Ｉ」）は、消散エネルギー（「Ｄ」）、反射エネルギー（「Ｒ」）、および伝達
エネルギー（「Ｔ」）の全部を含み得、それらの関係は以下のように数学的に表され得る
。
【数８】

【００９４】
　特定の本発明の態様によれば、１つまたは複数の送信アンテナがエネルギー印加ゾーン
に電磁エネルギーを供給し得る。送信アンテナによりエネルギー印加ゾーンに供給される
エネルギー（本明細書において「供給エネルギー」または「ｄ」と称する）は、送信アン
テナにより発せされる入射エネルギーから、同一アンテナに反射されたエネルギーを差し
引いたものであり得る。すなわち、供給エネルギーは、送信アンテナからエネルギー印加
ゾーンへと流れる正味エネルギーである。すなわち、ｄ＝Ｉ－Ｄである。あるいは、供給
エネルギーは消散エネルギーおよび伝達エネルギーの合計としても表され得る。すなわち
、ｄ＝Ｒ＋Ｔである。
【００９５】
　本発明の例示的実施形態において、空洞１１は、１つまたは複数のセンサ１５を備えて
もよい。これらのセンサは、例えば、１つまたは複数の赤外線センサ、光ファイバ、また
は電気センサにより検出される温度、湿度、重量、その他を含む追加情報を制御器１７に
提供してもよい。他の選択肢は、装填物に埋め込まれた、または取り付けられた、１つま
たは複数の内的センサの使用である（例えば、国際公開第０７／０９６８７８号に開示さ
れる光ファイバまたはＴＴＴ）。
【００９６】
　追加的にまたは代替的に、空洞１１は１つまたは複数の電磁界調節要素（ＦＡＥ：ｆｉ
ｅｌｄ　ａｄｊｕｓｔｉｎｇ　ｅｌｅｍｅｎｔ）１６を備えてもよい。ＦＡＥは、そのス
ペクトル情報（または、消散情報もしくはＲＣスペクトル）またはスペクトル情報から導
き出せる情報に影響を与える空洞内の任意の要素である。したがって、ＦＡＥ１６は、例
えば、空洞内の１つまたは複数の金属部品、供給装置１４、支持部材１３、さらには装填
物１２さえをも含む、空洞１１内の任意の装填物であり得る。ＦＡＥ１６の位置、方向、
形状、および／または温度は、所望により、制御器１７により制御される。本発明のいく
つかの実施形態によれば、制御器１７は、いくつかの連続的スイープを実施するよう構成
されてもよい。各スイープは、異なるスペクトル情報（例えば、消散情報またはＲＣスペ
クトル）が導かれるよう、異なるＦＡＥ特性を用いて（例えば、１つまたは複数のＦＡＥ
の位置および方向を変えることにより）実施される。次いで、制御器１７は、獲得された
スペクトル情報に基づいてＦＡＥ特性を選択してもよい。係るスイープは、高周波エネル
ギーを空洞に伝達する前に実施されてもよい。スイープは、動作中に空洞内で生じる変化
に対する伝達されるパワーおよび周波数を調節するために、装置１０の動作中に何回か実
施されてもよい。
【００９７】
　場合によっては、ＦＡＥは、例えば、以下に説明するように、選択的放射のために、お
よび／または例えばｄｐｌ等の放射パラメータ（および本明細書に説明される任意の他の
放射パラメータ）を設定するために、より有用なスペクトル情報（例えば、消散情報また
はＲＣスペクトル）が獲得され得るよう、制御され、および／または装填物は回転または
移動される。所望により、または代替的に、装填物および／またはＦＡＥは周期的に操作
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され、および／または、取得されたスペクトル情報の質または他の特性に基づくものであ
る。所望により、最も高いｄｐｌ（ｆ）が選択される設定が選択される。
【００９８】
　制御器への例示的な情報伝達は、点線で表される。実線は、制御器１７により実行され
る制御例を示す（例えば、供給装置１４により伝達されるパワーおよび周波数、および／
またはＦＡＥ１６の特性を要求すること）。情報／制御は、有線および無線通信を含む当
該技術分野で既知である任意の手段により伝達されてもよい。
【００９９】
　制御器１７は、対応する周波数が伝達されるそれぞれの期間を変化させることにより、
周波数当たりのエネルギーを調節するためにも用いられてよい。
【０１００】
　図４ａおよび図４ｂは、複数の周波数において同一量のエネルギーを消散するために、
デューティサイクル実行前にパラメータを調節することの２つの例を表す例示的なグラフ
を示す。図４Ａはパワーが調節される方法を示し、一方、図４Ｂは時間が調節される方法
を表す。この例において、時間が調節される方法は、各伝達される周波数当たりのパワー
の量を一定に保ちつつデューティサイクル開始前に各周波数に割り当てられる時間の量が
調節される方法であり、時間が調節される方法は、各周波数に割り当てられる時間を一定
に保ちつつデューティサイクル開始前に各周波数当たりのパワーの量が調節される方法で
ある。
【０１０１】
　図４Ａおよび図４Ｂにおける一点鎖線は、各周波数において装填物に消散され得る最大
パワー（ｅｐ（ｆ））をそれぞれ表す。図示のように、最大の消散されるパワー（ｅｐ（
ｆ））は両図で同一である。両図において、最大パワーレベルを示すｍｐｌと示される制
限要素が導入される。なお、最大パワーレベルｍｐｌを越える消散は妨げられる。図４Ａ
において、各周波数を伝達する時間は一定であり、各周波数で消散されるよう選択された
パワーは、一定であり、ｄｐｌとなるよう選択される（例えば、高パワーで加熱すること
と、少なくともｄｐｌに等しいｅｐ（ｆ）を有する周波数を多数用いることとの間の兼ね
合いに基づいて）。見て取れるように、ｅｐ（ｆ）＜ｄｐｌであるいくつかの周波数は伝
達されず、わずかな周波数以外のすべての周波数、ｅｐ（ｆ）未満で伝達される。時間が
調節される方法を示す図４Ｂにおいては、ｅｐ（ｆ）＞ｍｐｌである周波数を除いて、大
部分の周波数はそれぞれのｅｐ（ｆ）で伝達される。図４Ｂにおけるｄｐｌを示す線は、
図４Ａに現れる同じｄｐｌ線を示し、２つのグラフの間の比較のためだけに提供されるも
のである。
【０１０２】
　図５は、本発明の実施形態に係る、各サイクルに現れる周波数を選択することの例示的
なシナリオである。この例において、各周波数当たり割り当てられる時間は各デューティ
サイクルにおいて一定であり、調節は、どの周波数がどのデューティサイクルに現れるか
を決定することにより達成される。係る調節は、各周波数で伝達されるエネルギーの所望
のパーセンテージを考慮に入れて行われる。特定の周波数はすべてのデューティサイクル
に現れ、その最大エネルギーの１００パーセントが提供され、その一方で、他の周波数は
複数のデューティサイクルのうちの１つ（例えば、３つのデューティサイクルに１つ）に
現れ、最大エネルギー出力の１部分（前述の例では１／３）が達成される。周波数を伝達
しないことを選択する場合、または、サイクルのうちいくつかにおいてフルパワー未満で
伝達することを選択する場合、より高い解像度が達成され得る。ボックス４２において、
装填物は、デューティサイクルにおいて一連の周波数を用いて、ＵＨＦまたはマイクロ波
放射により、放射される。ボックス４４において、消散情報が装填物から得られる。ボッ
クス４６において、エネルギーレベルが、装填物に対するそれぞれの消散レベルおよび所
望のエネルギー消散に基づいて、現在のデューティサイクルに関与する各周波数に対して
選択される。ボックス４８において、デューティサイクルは、デューティサイクルにおい
て生じる周波数を変化させることにより変更される。ボックス４９において、装填物は変
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更されたデューティサイクルにしたがって放射され、ボックス４９に次いで、新規ラウン
ドのデューティサイクル変更のボックス４２が実施される。所望のエネルギー消散は、あ
らかじめ選択されたエネルギー消散情報から得られる。
【０１０３】
　他の例においては、パワーは、各パルスが複数の周波数におけるパワーを含む多周波数
パルスとして提供され、各パルスにおける周波数および／またはパルスにおける周波数に
対するパワーの振幅を選択することにより、所望の平均的パワーを印加することができる
。
【０１０４】
　ここで、上記で導入したいくつかの概念に戻ることにする。特定の実施形態においては
、少なくとも１つのプロセッサが、複数の周波数またはＭＳＥ（ＭＳＥの概念については
、後に詳述する）のそれぞれにおいて物体により吸収され得るエネルギーを示す値を決定
するよう構成されることを理解すべきである。このことは、１つまたは複数のルックアッ
プテーブルを用いることにより、プロセッサまたはプロセッサと関連するメモリをあらか
じめプログラムすることにより、および／または、エネルギー印加ゾーンにおいて物体を
テストすることによりその吸収エネルギー特性を決定することにより、実施され得る。係
るテストを実施する１つの例示的な方法は、スイープまたは走査による方法である。
【０１０５】
　本明細書で用いる「スイープ」という用語は、例えば、複数の周波数またはＭＳＥの時
間にわたる伝達を含み得る。例えば、スイープは、連続的な周波数またはＭＳＥバンドに
おける複数の周波数またはＭＳＥの連続的な伝達；複数の非連続的な周波数またはＭＳＥ
バンドにおける複数の周波数またはＭＳＥの連続的な伝達；個々の非連続的な周波数また
はＭＳＥの連続的な伝達；および／または所望の周波数（またはＭＳＥ）／パワースペク
トル内容を有する合成されたパルス（すなわち、時間において合成されたパルス）の伝達
を含み得る。したがって、図６に示すように、周波数またはＭＳＥのスイーププロセスの
間、少なくとも１つのプロセッサは少なくとも１つのアンテナに供給されるエネルギーを
調節すして、様々な周波数またはＭＳＥにおいてエネルギー印加ゾーン９０に電磁エネル
ギーを供給し、物体または装填物１１０により吸収され得るエネルギーの表示値として機
能するフィードバックを受け取り得る。本発明は、物体におけるエネルギー吸収を示すフ
ィードバックのいかなる特定の測定法にも限定されないが、様々な例示的な表示値が以下
で説明される。
【０１０６】
　図６に示すように、スイーププロセスの間、電磁エネルギー印加サブシステム９６は、
アンテナ（単数または複数）１０２（例えば、供給装置またはアンテナ１４を含む）にお
いて反射および／または結合される電磁エネルギーを受け取り、測定されたエネルギー情
報を、インターフェース１３０を介して、サブシステム９２に戻すよう通信するように、
調節され得る。１つまたは複数のプロセッサを備え得るサブシステム９２は、次いで、受
け取った情報に基づいて、複数の周波数またはＭＳＥのそれぞれにおいて物体１１０によ
り吸収され得るエネルギーを示す値を決定することができる。本開示の様々な実施形態に
従って、吸収され得るエネルギーを示す値は、複数の周波数またはＭＳＥのそれぞれと関
連する消散率（本明細書において「ＤＲ」と称される）であり得る。「吸収効率」または
「パワー効率」とも称される、本明細書で用いる「消散率」は、物体１１０により吸収さ
れる電磁エネルギーと、電磁エネルギー印加ゾーン９０に供給された電磁エネルギーとの
比率として定義され得る。
【０１０７】
　物体により消散または吸収され得るエネルギーは、本明細書において「吸収可能エネル
ギー」と称される。吸収可能エネルギーは、物体がエネルギーを吸収する能力、または装
置がエネルギーを所与の物体内に消散させることができる能力を指し得る。いくつかの本
開示の実施形態において、吸収可能エネルギーは、少なくとも１つのアンテナに供給され
る最大入射エネルギーと、消散率との積として計算され得る。反射エネルギー（すなわち



(23) JP 5657016 B2 2015.1.21

10

20

30

40

50

、吸収または伝達されないエネルギー）は、例えば、物体または他の装填物により吸収さ
れるエネルギーを示し得る。他の例として、プロセッサは、反射される入射エネルギーの
部分と伝達される部分とに基づいて吸収可能エネルギーを計算または推定することができ
る。その推定または計算は、吸収されるエネルギーを示す値として機能し得る。
【０１０８】
　周波数またはＭＳＥスイープの間、例えば、少なくとも１つのプロセッサは、エネルギ
ーが一連の周波数またはＭＳＥにおいて物体に継続的に供給されるよう、電磁エネルギー
源を制御するよう構成されてもよい。次いで、少なくとも１つのプロセッサは、各周波数
またはＭＳＥにおいて反射されるエネルギーを示す信号を、または所望により他のアンテ
ナに伝達されるエネルギーを示す信号も、受け取ってもよい。アンテナに供給されるエネ
ルギーの既知量と反射および／または伝達されるエネルギーの既知量とを用いて（すなわ
ち、それにより各周波数またはＭＳＥにおいて吸収される量を示すことにより）、吸収可
能エネルギー表示値を計算または推定することができる。または、プロセッサは、吸収可
能エネルギーを指す値として、単に反射の表示値に依存してもよい。
【０１０９】
　吸収可能エネルギーは、物体が配置されるエネルギー印加ゾーンの構造体により消散さ
れ得るエネルギーも含み得る。金属または伝導材料（例えば、空洞壁または空洞内の要素
）における吸収は大きい品質因子（「Ｑ因子」としても知られる）により特徴付けられる
ため、係る周波数またはＭＳＥは、伝導材料に結合されるものとして識別され得、係るサ
ブバンドにおいてはエネルギーを伝達しないよう選択されてもよい。その場合において、
空洞壁に吸収される電磁エネルギーの量は実質的に小さい値であり得、したがって、物体
に吸収される電磁エネルギーの量は、吸収可能エネルギーの量と実質的に等しくなり得る
。
【０１１０】
　ここで開示する実施形態において、消散率は、以下の式を用いて計算され得る。
【数９】

式中、Ｐｉｎは、アンテナ１０２によりエネルギー印加ゾーン９０に供給される電磁エネ
ルギーを表し、Ｐｒｆは、送信器として機能するこれらのアンテナにおいて反射される／
戻される電磁エネルギーを表し、Ｐｃｐは、受信器として機能するこれらのアンテナにお
いて結合される電磁エネルギーを表す。ＤＲは、ここで開示する実施形態においては、０
から１までの間の値を取り得、パーセンテージ数により表されてもよい。
【０１１１】
　例えば、アンテナ１、アンテナ２、およびアンテナ３を備える３アンテナシステムにお
いて、サブシステム９２は、スイープ間に測定されるパワー情報に基づいて、入力反射係
数Ｓ１１、Ｓ２２、およびＳ３３と、伝達係数Ｓ１２＝Ｓ２１、Ｓ１３＝Ｓ３１、および
Ｓ２３＝Ｓ３２とを決定するよう構成されてもよい。したがって、アンテナ１に対応する
消散率ＤＲは、以下の式によりこれらの係数に基づいて以下のように決定され得る。
【数１０】

【０１１２】
　特定の物体１１０に対して、消散率は、供給される電磁エネルギーの周波数またはＭＳ
Ｅの関数として変化し得る。したがって、消散率スペクトルは、各周波数またはＭＳＥに
関連づけられた消散率をそれぞれの周波数またはＭＳＥに対してプロットすることにより
、生成され得る。例示的な消散率（効率）スペクトル２１０および２５０が、それぞれ図
７および図８に示される。図７は周波数を示し、図８は、高消散率および低消散率の両方
に対応するＭＳＥを示す。両図は、他よりも広い消散率ピークを示す。
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【０１１３】
　図８は、変更空間要素（ＭＳＥ）の範囲における消散率スペクトル２５０を示す。スペ
クトル２５０は、ＭＳＥの特定範囲に対する消散率（ＤＲ）を表示する。スペクトル２５
０は、周囲のエリアよりも高い局所的ピーク２５４等の、特定のエリアを含み得る。局所
的ピーク２５４は、より高いパーセンテージのパワーが、対応するＭＳＥまたはＭＳＥの
範囲において消散されることを示し得る。曲線２２５は、複数のＭＳＥ上における、所望
レベルのエネルギー消散を表し得る。消散率スペクトル２５０に含まれる情報に基づいて
、エネルギーが印加されるパワー、および／または様々なＭＳＥにおいてエネルギーが印
加される時間的期間が決定され、所望のエネルギー消散レベル２２５が実質的に達成され
得る。
【０１１４】
　図７に戻って、曲線２１０は、周波数の範囲上における消散率値のスペクトルを表す。
この情報を用いて、所望するパワーレベルが、この範囲内における複数の周波数のそれぞ
れにおいて提供され、所望のエネルギー印加プロファイルが達成され得る。曲線２２０は
、周波数バンド上で印加されるパワーレベルを表す。パワーレベルが消散率曲線２１０に
対して実質的に反比例することが見て取ることができる。図７に示す例において、４００
Ｗは伝達に利用可能な最大パワーを示す。
【０１１５】
　他の例示的実施形態によれば、少なくとも１つのプロセッサは、サブシステム９６（図
６）を調節して第１周波数またはＭＳＥでの送信アンテナにおける入射エネルギーの第１
量を測定するよう；第１量の入射エネルギーの結果として送信アンテナにおいて反射する
エネルギーの第２量を測定するよう；第１量の入射エネルギーの結果として受信アンテナ
に伝達されるエネルギーの第３量を測定するよう；および第１量と、第２量と、第３量と
に基づいて消散率を決定するよう、構成されてもよい。例として、少なくとも１つのプロ
セッサは、第１周波数またはＭＳＥで送信器として機能する第１アンテナ１０２における
入射エネルギーの第１量を測定するよう、第１量の入射エネルギーの結果として第１アン
テナ１０２において反射されるエネルギーの第２量を測定するよう、第１量の入射エネル
ギーの結果として受信器として機能する少なくとも１つの第２アンテナ１０２に伝達され
るエネルギーの第３量を測定するよう、および、第１量と、第２量と、第３量とに基づい
て消散率を決定するよう、構成されてもよい。
【０１１６】
　吸収可能エネルギーを示す値は、所与の周波数においてサブシステム９６に接続された
パワー増幅器と関連する最大入射エネルギーにさらに関連し得る。本明細書で用いる「最
大入射エネルギー」は、所与の時間的期間全域にわたって所与の周波数またはＭＳＥにお
いてアンテナに提供され得る最大パワーとして定義されてもよい。したがって、吸収可能
エネルギーを示す１つの代替的な値は、最大入射エネルギーと消散率との積である。以上
は、単独で用いられる、またはプロセッサを用いて実装される制御方式の一部として共に
用いられ得る、吸収可能エネルギーを示し得る値の２つの例にすぎない。吸収可能エネル
ギーの代替的な指標が、使用される構造体および用途に応じて、用いられてもよい。
【０１１７】
　特定の実施形態において、プロセッサは、エネルギーが、複数の周波数またはＭＳＥの
少なくともサブセットにおいて、少なくとも１つの放射要素に供給されるよう、構成され
てもよい。なお、周波数またはＭＳＥのサブセットのそれぞれにおいてエネルギー印加ゾ
ーンに伝達されるエネルギーは、各周波数またはＭＳＥにおける吸収可能エネルギーの関
数であり得る。例えば、周波数またはＭＳＥのサブセットのそれぞれにおいて少なくとも
１つのアンテナ１０２に供給されるエネルギーは、各周波数またはＭＳＥにおける吸収可
能エネルギー値の関数として（例えば、消散率、最大入射エネルギー、消散率と最大入射
エネルギーとの組み合わせ、または何らか他の表示値の関数として）決定されてもよい。
本開示のいくつかの実施形態においては、これは、周波数またはＭＳＥスイープの間の吸
収可能エネルギーのフィードバックの結果として生じる。すなわち、この吸収可能エネル
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ギー情報を用いると、少なくとも１つのプロセッサは、特定の周波数またはＭＳＥにおけ
るエネルギーが、何らかの形で、その周波数またはＭＳＥにおけるエネルギーにおける吸
収可能エネルギーの表示値の関数となるよう、各周波数またはＭＳＥにおいて供給される
エネルギーを調節し得る。関数的相関関係は、用途に応じて変化し得る。吸収可能エネル
ギーが比較的大きい用途に対しては、少なくとも１つのプロセッサに、放射された周波数
またはＭＳＥのそれぞれにおいて比較的低いエネルギーの供給を生じさせる機能を実装さ
せることが望まれ得る。これは、例えば、より均一なエネルギー分布が物体１１０の全域
で望まれる場合に、好適であり得る。
【０１１８】
　他の用途に対しては、プロセッサに、比較的高いエネルギー供給を生じさせる機能を実
装させることが望まれ得る。これは、より高い吸収可能エネルギープロファイルを有する
物体の特定のエリアを対象とするにあたり、好適であり得る。さらに他の用途に対しては
、物体１１０の既知のまたは期待されるエネルギー吸収プロファイルに供給されるエネル
ギーの量をカスタマイズすることが好適である場合もある。さらに他の用途においては、
動的アルゴリズムまたはルックアップテーブルを適用することにより、印加されるエネル
ギーを、少なくとも吸収可能エネルギーおよびおそらくは１つまたは複数の他の変数また
は特性の関数として、変化させることができる。以上は、周波数またはＭＳＥのサブセッ
トのそれぞれにおいてエネルギー印加ゾーンに伝達されるエネルギーが、どのようにして
各周波数またはＭＳＥにおける吸収可能エネルギー値の関数となり得るかに関するわずか
な例に過ぎない。本発明はいかなる特定の方式にも限定されず、むしろ、吸収可能エネル
ギーの表示値を考慮することにより供給されるエネルギーを制御するための任意の技術を
含み得る。
【０１１９】
　特定の実施形態においては、周波数またはＭＳＥのサブセットのそれぞれにおいて少な
くとも１つの放射要素に供給されるエネルギーは、エネルギーが供給される周波数または
ＭＳＥのサブセット以外の複数の周波数またはＭＳＥにおける吸収可能エネルギー値の関
数であり得る。例えば、本開示のいくつかの実施形態においては、着目する周波数または
ＭＳＥの周囲の「近傍」周波数またはＭＳＥの範囲における消散率を、供給されるエネル
ギーの量を決定するために用いてもよい。本開示のいくつかの実施形態においては、極め
て低い消散率と関連付けられた（例えば、金属材料と関連付けられ得る）特定の周波数ま
たはＭＳＥを除く全ワーキングバンドが、決定のために用いられてもよい。
【０１２０】
　特定の実施形態において、プロセッサは、エネルギーが、複数の周波数またはＭＳＥの
少なくともサブセットにおいて、少なくとも１つの放射要素に供給されるよう、構成され
てもよい。なお、周波数またはＭＳＥのサブセットのそれぞれにおいてエネルギー印加ゾ
ーンに伝達されるエネルギーは、各周波数またはＭＳＥにおける吸収可能エネルギーに反
比例する。係る反比例の関係は一般的な傾向に関するものである。すなわち、特定周波数
またはＭＳＥサブセット（すなわち、１つまたは複数の周波数またはＭＳＥ）における吸
収可能エネルギーの表示値が比較的高くなる傾向がある場合、その周波数またはＭＳＥサ
ブセットにおける実際の入射エネルギーは比較的低くなり得る。特定周波数またはＭＳＥ
サブセットにおける入射エネルギーの表示値が比較的低くなり得る場合、入射エネルギー
と比較的高くなり得る。
【０１２１】
　この反比例関係は、さらに緊密に相関し得る。例えば、本開示のいくつかの実施形態に
おいては、伝達エネルギーは、吸収可能エネルギー値（すなわち、物体１１０による吸収
可能なエネルギー）との積が、印加される周波数またはＭＳＥの全域において実質的に一
定となるよう、設定されてもよい。いずれの場合においても、伝達エネルギーのプロット
は、吸収を示す値（例えば、消散率、または、消散率と各伝達周波数において利用可能な
最大入射パワーとの積）のほぼ反転画像のように見える。例えば、図７は、本開示のいく
つかの実施形態により構成および操作される装置の動作時に取得される消散率スペクトル



(26) JP 5657016 B2 2015.1.21

10

20

30

40

50

２１０（一点鎖線）および対応する入射パワースペクトル２２０（実線）のプロット例を
提供する。図７に示すプロットは、１００グラムのミンチ加工された牛肉塊が内部に配置
された約４００ワットの最大入射パワーを有するオーブンを用いて取得されたものである
。８００ＭＨｚから１ＧＨｚまでの周波数範囲がスイープされ、エネルギーは、牛肉塊に
おいてエネルギーが実質的に均一に消散されるよう、スイープに基づいて供給された。
【０１２２】
　特定の実施形態においては、少なくとも１つのプロセッサは、供給されるエネルギーが
周波数またはＭＳＥの範囲における吸収可能エネルギー値に対してプロットされると、２
つのプロットが互いに対して鏡像となる傾向を有するよう、供給されるエネルギーを調節
するよう構成されてもよい。本開示のいくつかの実施形態においては、２つのプロットは
、互いの鏡像となり得る。本開示のいくつかの実施形態においては、プロットは互いに関
して正確な鏡像関係にはならないが、むしろ、略反対の傾斜方向を有してもよい。すなわ
ち、１つのプロットにおいて、特定の周波数またはＭＳＥに対応する値が比較的高い場合
、他方のプロットにおけるその特定の周波数またはＭＳＥに対応する値は、比較的低くな
り得る。例えば、図７に示すように、伝達エネルギー（例えば、入射パワースペクトル２
２０）のプロットと、吸収可能エネルギー値（例えば、消散率スペクトル２１０）のプロ
ットとの関係は、伝達エネルギー曲線がその曲線の少なくとも１区画において増加すると
き、吸収可能エネルギー曲線は同じ区画において減少するよう、比較されてもよい。加え
て、吸収可能エネルギー曲線がその曲線の少なくとも１区画において増加するとき、伝達
エネルギー曲線は同じ区画において減少するであろう。例えば、図７において、入射パワ
ースペクトル２２０は、９００Ｈｚ～９２０Ｈｚの周波数範囲において増加するのに対し
、消散率スペクトルはその周波数範囲において減少する。場合によっては、伝達エネルギ
ーの曲線は、最大値に達し、それより高く増加し得ない。係る場合においては、その区画
における吸収可能エネルギー曲線に関わらず、高平部（または略高平部）が遷移曲線にお
いて観察され得る。例えば、図７において、入射パワーが４００Ｗの最大値に達すると、
入射パワーは、消散率における変化に関わらず、実質的に一定となる。
【０１２３】
　いくつかの例示的な方式により、物体１１０におけるより空間的に均一なエネルギー吸
収が達成され得る。本明細書で用いる「空間的均一性」は、エネルギー印加の対象となる
物体または物体の１部分（例えば、選択された部分）の全域におけるエネルギー吸収（す
なわち、消散エネルギー）が実質的に一定である状態を指すものである。エネルギー吸収
は、物体の異なる位置における消散エネルギーの変化が閾値よりも低い場合、「実質的に
一定」であるとみなされる。例えば、偏差は吸収可能エネルギーの分布に基づいて計算さ
れ得、吸収可能エネルギーは、偏差が５０％より小さい場合、「実質的に一定」であると
みなされる。多くの場合、空間的に均一なエネルギー吸収の結果として、空間的に均一な
温度上昇が生じ得るため、本開示のいくつかの実施形態に従い、「空間的均一性」は、エ
ネルギー印加の対象となる物体または物体の１部分の全域における温度上昇が実質的に一
定である状態も指し得る。温度上昇は、エネルギー印加ゾーン９０における温度センサ等
の検出装置により測定され得る。
【０１２４】
　物体または物体の１部分における実質的に略一定のエネルギー吸収を達成するために、
制御器１０１は、各周波数またはＭＳＥにおいて供給されるパワーの量を吸収可能エネル
ギー値の関数として変化させる一方で、エネルギーが各周波数またはＭＳＥにおいてアン
テナ１０２に供給される時間の量を実質的に一定に保つよう構成されてもよい。
【０１２５】
　特定の状況において、吸収可能エネルギー値が特定の周波数（単数または複数）、ＭＳ
Ｅ（単数または複数）に対して予め定められた閾値より低い場合、各周波数またはＭＳＥ
において吸収の均一性を達成することは不可能であり得る。係る場合においては、本開示
のいくつかの実施形態に従い、制御器１０１は、エネルギーが、その特定の周波数（単数
または複数）、ＭＳＥ（単数または複数）、装置の最大パワーレベルに実質的に等しいパ
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ワーレベルに対して、アンテナに供給されるよう、構成されてもよい。あるいは、いくつ
かの実施形態に従い、制御器１０１は、増幅器が、特定の周波数（単数または複数）、Ｍ
ＳＥ（単数または複数）においてまったくエネルギーを伝達しないよう、構成されてもよ
い。場合によっては、増幅器が、均一な伝達エネルギーレベルと比較して少なくとも閾値
パーセント（例えば、５０％以上、または、８０％以上さえ）のエネルギーを物体に供給
する場合にのみ、増幅器の最大パワーレベルに実質的に等しいパワーレベルにおいてエネ
ルギーを供給する決定がなされてもよい。場合によっては、例えば、装置が過度のパワー
を吸収しないよう保護するために、反射エネルギーが予め定められた閾値より低い場合に
のみ、増幅器の最大パワーレベルに実質的に等しいパワーレベルにおいてエネルギーを供
給する決定がなされてもよい。例えば、反射エネルギーが導入されるダミー装填物の温度
、または、ダミー装填物および環境の間の温度差に基づいて、決定がなされてもよい。し
たがって、少なくとも１つのプロセッサは、ダミー装填物による反射エネルギーまたは吸
収エネルギーを制御するよう、構成されてもよい。同様に、吸収可能エネルギー値が予め
定められた閾値を超える場合、制御器１０１は、アンテナが、アンテナの最大パワーレベ
ルよりも低いパワーレベルでエネルギーを供給するよう、構成されてもよい。
【０１２６】
　代替的な方式においては、均一な吸収は、エネルギーが実質的に一定レベルにおいて印
加されるよう保持しながらエネルギー供給の期間を変化させることにより、達成され得る
。すなわち、より低い吸収可能エネルギー値を示す周波数に対しては、エネルギー印加の
期間は、より高い吸収値を示す周波数またはＭＳＥに対するよりも、より長くなり得る。
このようにして、特定の周波数またはＭＳＥにおける吸収可能エネルギー値に応じてエネ
ルギーが供給される時間の量は変化するのに対し、複数の周波数またはＭＳＥにおいて供
給されるエネルギーの量は、実質的に一定となり得る。
【０１２７】
　特定の実施形態において、少なくとも１つのアンテナは複数のアンテナを含んでもよく
、少なくとも１つのプロセッサは、エネルギーが、異なる位相を有する波動を用いて複数
のアンテナに供給されるよう、構成されてもよい。例えば、アンテナ１０２は、アレイを
形成する複数のアンテナを備えるフェーズドアレイアンテナであり得る。エネルギーは、
異なる位相にある電磁波により、各アンテナに供給されてもよい。位相は、フェーズドア
レイの幾何学的構造と適合するよう、調節されてもよい。本開示のいくつかの実施形態に
おいては、少なくとも１つのプロセッサは、各アンテナの位相を動的且つ独立的に制御す
るよう、構成されてもよい。フェーズドアレイアンテナが用いられる場合、アンテナに供
給されるエネルギーは、アレイ内の各アンテナに供給されるエネルギーの合計となり得る
。
【０１２８】
　吸収可能エネルギーは、物体の温度を含む多数の要因に基づいて変化し得るため、用途
によっては、吸収可能エネルギー値を定期的に更新し、その後、更新された吸収値に基づ
いてエネルギー印加を調節することが有益となる場合もある。これらの更新は、用途に応
じて、１秒間に複数回実施され得る。または、数秒またはそれよりも長い期間毎に１回実
施され得る。全般的な原則として、更新の頻度を高めることにより、エネルギー吸収の均
一性が高められ得る。
【０１２９】
　本開示のいくつかの実施形態においては、制御器は、アンテナから供給されるエネルギ
ーを、エネルギーが供給される周波数の関数として調節するよう、構成されてもよい。例
えば、スイープまたは他の何らかのエネルギー吸収のアクティブな表示値が用いられるか
どうかに関わらず、特定の周波数またはＭＳＥは、エネルギー印加に対して、目標とされ
るかまたは避けられ得る。すなわち、吸収レベルが予め定められた閾値より低くなる箇所
等の、制御器１０１が完全に避ける周波数またはＭＳＥが存在し得る。例えば、金属は電
磁エネルギーをあまり吸収しない。したがって、金属に関連する周波数またはＭＳＥは低
い吸収表示値を示すであろう。係る場合においては、金属は既知のプロファイルに一致す
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る。係る周波数は避けられ得る。または、吸収表示値は動的に決定されてもよい。吸収表
示値が予め定められた閾値よりも低くなると、制御器１０１は、アンテナ１０２がその後
電磁エネルギーを係る周波数で供給することを妨げてもよい。あるいは、エネルギーを物
体の１部分のみに印加することが望ましい場合、関連する周波数またはＭＳＥ閾値が既知
であるならば、または動的に決定されるならば、エネルギーの印加はこれらの部分を対象
としてもよい。本発明の他の態様によれば、少なくとも１つのプロセッサは、複数の周波
数またはＭＳＥのそれぞれにおける所望のエネルギー吸収レベルを決定し、各周波数また
はＭＳＥにおける所望のエネルギー吸収レベルを目標とするために、各周波数またはＭＳ
Ｅにおいてアンテナから供給されるエネルギーを調節するよう、構成されてもよい。例え
ば前述のように、制御器１０１は、周波数またはＭＳＥの範囲の全域にわたって実質的に
均一なエネルギー吸収を達成または近似するために、各周波数またはＭＳＥにおいて所望
のエネルギー吸収レベルを目標とするよう、構成されてもよい。あるいは、制御器１０１
は、物体１１０の全域にわたってエネルギー吸収プロファイルを目標とするよう、構成さ
れてもよい。なお、このエネルギー吸収プロファイルは、均一なエネルギー吸収を避ける
ために、または、物体１１０の１部分のみにおける実質的に均一なエネルギー吸収を達成
するために、計算される。
【０１３０】
　変更空間（ＭＳ）および変更空間要素（ＭＳＥ）
　上述のように、本開示のいくつかの実施形態は、装填物における所望の加熱パターンを
達成するよう、構成され得る。係る装填物は、複数の物体、１つまたは複数の相の物質、
および／または異なる物質組成を含み得る。例えば、周波数またはＭＳＥの範囲の全域に
わたって装填物を走査することにより、消散率が各周波数に対して決定され得る。消散率
情報を用いることにより、制御器１０１は、各周波数（またはＭＳＥ）における所望のエ
ネルギー吸収レベルを目標とするよう、構成されてもよい。１つの例示的実施形態におい
て、各ＭＳＥにおいて供給されるパワーのレベルは、より低いパワーレベルが、高い消散
率を示すＭＳＥにおいて供給され、より高いパワーレベルが低い消散率を示すＭＳＥにお
いて供給され得るよう、制御され得る。制御器１０１は、一定のパワーが特定の周波数で
供給される時間の量を変化させることもできる。例えば、特定のパワーレベルは、高い消
散率を示すＭＳＥにおいて比較的短い期間にわたって印加され得、同じパワーレベルが、
より低い消散率を示すＭＳＥにおいてより長い期間にわたって印加され得る。上述のよう
に、パワーレベルおよび時間的期間の両方が、所望のエネルギー供給プロファイルを達成
するよう、制御され得る。例えば、より低いパワーレベルおよびより短い印加時間の両方
が、高い消散率を有するＭＳＥにおいて用いられ得、高いパワーレベルおよびより長い印
加時間の両方が、より低い消散率を有するＭＳＥにおいて用いられ得る。係る実施形態は
、周波数の範囲全域にわたって実質的に均一なエネルギー吸収を達成または近似し得る。
特定の例示的実施形態において、装填物は、均一に、または他の所望の加熱プロファイル
にしたがって、熱され得る。
【０１３１】
　しかし、本開示のいくつかの実施形態は、周波数スイープと、スイープ内の周波数にお
いて時間的期間を変化させる間のパワー（一定まはた可変）の印加と、の概念に限定され
ない。むしろ、本開示の実施形態に従うエネルギー供給は、装填物または装填物の１部分
に対するエネルギー供給に影響を与え得る任意のパラメータを制御することにより、より
広く達成され得る。周波数は、装填物または装填物の１部分によるエネルギー吸収に影響
を与えるために用いられ得るパラメータの単なる１例に過ぎない。
【０１３２】
　エネルギー印加ゾーンにおける電磁波は、特定の電磁界パターンを示し得る。「電磁界
パターン」は、例えば、エネルギー印加ゾーンにおける電場強度分布の振幅により特徴付
けられる電磁界構成を指し得る。一般に、電磁界強度は、経時変化し、空間に依存する。
すなわち、電磁界強度は異なる空間的位置において異なるばかりではなく、空間内の所与
の位置において、電磁界強度は時間的に変化し、または、振動し、しばしば正弦関数的に
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振動し得る。したがって、異なる空間的位置において、電磁界強度は同時にそれらの最大
値（すなわち、それぞれの最大振幅値）に達しない場合もある。所与の位置における電磁
界強度の振幅は、電磁パワー強度およびエネルギー伝達能力等の電磁界に関する情報を現
し得るため、本明細書で参照される電磁界パターンは、１つまたは複数の空間的位置にお
ける電磁界強度の振幅を表すプロファイルを含み得る。係る電磁界強度振幅プロファイル
は、エネルギー印加ゾーンで所与の時間における電磁界強度分布のスナップショットと同
じであるか、または異なり得る。本明細書で用いる「振幅」という用語は「強度」と交換
可能である。
【０１３３】
　電磁界パターンは、電磁エネルギーをエネルギー印加ゾーンに印加することにより、励
起され得る。本明細書で用いる「励起」という用語は「生成」、「創造」、および「印加
」と交換可能である。一般に、エネルギー印加ゾーンにおける電磁界パターンは均等では
ない（すなわち、不均一）。すなわち、電磁界パターンは、比較的高い振幅の電磁界強度
を有するエリアと、比較的低い電磁界強度を有する他のエリアとを有し得る。エネルギー
伝達率は、電磁界強度の振幅に依存し得る。例えば、エネルギー伝達は、より低い振幅の
電磁界強度を有するエリアにおけるよりも、より高い振幅の電磁界強度において、より高
速になり得る。本明細書で用いる「エネルギー伝達」という用語は「エネルギー供給」と
交換可能である。
【０１３４】
　図３の装置は、エネルギー印加ゾーンにおける高振幅電磁場（最大および最小）および
低振幅電磁場の分布および強度を制御し、それにより、エネルギー印加ゾーン内の任意の
２つ（または３つ以上）の所与の領域に異なる目的量のエネルギーを供給し得るよう、構
成されてもよい。エネルギー印加は、モーダル空洞でもよい。本明細書で用いる「モーダ
ル空洞」は「モーダル条件」を満たす空洞を指すものである。モーダル条件とは、エネル
ギー印加ゾーンにより支持される最大共振波長と、ソースにより供給された供給電磁エネ
ルギーの波長との関係を指す。ソースにより供給される供給電磁エネルギーの波長がエネ
ルギー印加ゾーンにより支持される最大共振波長の約１／４より大きい場合、モーダル条
件が満たされる。エネルギー印加ゾーンにおける電磁場の分布および強度の制御は、（後
に詳述する）ＭＳＥの選択により実施することができる。ＭＳＥ選択を選ぶことは、エネ
ルギー印加ゾーンの領域においていかにエネルギーが分布するかに影響を及ぼし得る。モ
ーダル条件が満足されない場合、ＭＳＥの制御によって所望のエネルギー印加分布を達成
することはより困難となり得る。
【０１３５】
　「変更空間」まはた「ＭＳ」という用語は、エネルギー印加領域における電磁界パター
ンに影響を及ぼすすべてのパラメータ、およびこれらの組み合わせを総称するために用い
られる。いくつかの実施形態においては、「ＭＳ」は、用い得るすべての可能な構成部品
と、それらの可能性のある設定（絶対的なまはた他に対して相対的な）および構成部品に
関連する調節可能なパラメータとを含み得る。例えば、「ＭＳ」は、複数の可変パラメー
タ、アンテナの数、アンテナの位置および指向（変更可能である場合）、使用可能なバン
ド幅、１組の使用可能な波長のすべてまたはそれらの組み合わせ、パワー設定（例えば、
２つ以上の放射供給装置に同時に供給される相対的なパワー）、時間設定、位相、その他
を含み得る。
【０１３６】
　変更空間の、エネルギー印加領域に関連する側面の例は、エネルギー印加領域の寸法お
よび形状、エネルギー印加領域の構成材料を含み得る。変更空間の、エネルギー源関係の
側面の例は、エネルギー供給の振幅、周波数、および位相を含み得る。変更空間の、放射
要素関係の側面の例は、アンテナ状構造物の種類、個数、寸法、形状、構成、指向、およ
び配置を含み得る。
【０１３７】
　ＭＳに関連する各可変パラメータは、ＭＳ次元と称される。例として、図１０は、周波
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数（Ｆ）、位相（φ）、および振幅（Ａ）（例えば、所与のＭＳＥの所与の電磁場にエネ
ルギーを供給するためにともに使用される２つ以上の供給装置の振幅の差異）の３つの次
元を有する３次元変更空間１００を示す。すなわち、ＭＳ１０００においては、他の全パ
ラメータがエネルギー供給中は予め定められ一定とされながら、電磁波の周波数、位相、
および振幅のいずれもがエネルギー供給中に変更され得る。ＭＳは、エネルギー供給中に
１つのみのパラメータが可変である、１次元となり得る。ＭＳは複数のパラメータが可変
であるように、高次元であり得る。
【０１３８】
　「変更空間要素」または「ＭＳＥ」という用語は、ＭＳにおける可変パラメータの値の
特定の１組を指し得る。したがって、ＭＳは、すべての可能なＭＳＥの集合であるとみな
され得る。例えば、２つのＭＳＥは、複数の放射要素に供給されるエネルギーの相対的振
幅において互いに異なり得る。例えば、図１０は、３次元的ＭＳ１０００におけるＭＳＥ
１００１を示す。ＭＳＥ１００１は、特定の周波数Ｆ（ｉ）、特定の位相φ（ｉ）、およ
び特定の振幅Ａ（ｉ）を有し得る。これらのＭＳＥ変数のうちの１つでさえも変化した場
合、その新規の組み合わせにより他のＭＳＥが定められることとなる。例えば、（３ＧＨ
ｚ，３０度，１２Ｖ）および（３ＧＨｚ，６０度，１２Ｖ）は、位相成分のみが変化した
だけであるが、２つの異なるＭＳＥである。いくつかの実施形態において、連続的にスイ
ープされたＭＳＥは、必ず互いに対して関連するとは限らない。むしろ、それらのＭＳＥ
変数は、ＭＳＥごとに顕著に異なり得る。いくつかの実施形態において、ＭＳＥ変数は、
ＭＳＥ間に論理的関係が存在せず、ＭＳＥごとに顕著に異なり得る。一方、全体的には、
１群の作動するＭＳＥは、所望のエネルギー印加目的を達成し得る。
【０１３９】
　これらＭＳパラメータの異なる組み合わせにより、エネルギー印加領域全域にわたり異
なる電磁界パターンが生じ得、それにより、物体において、異なるエネルギー分布パター
ンが生じ得る。エネルギー印加ゾーンにおいて特定の電磁界パターンを励起するために連
続的にまたは同時に実行される複数のＭＳＥは、「エネルギー供給方式」と総称され得る
。例えば、エネルギー供給方式は、３つのＭＳＥ、（Ｆ（１），φ（１），Ａ（１）），
（Ｆ（２），φ（２），Ａ（２）），（Ｆ（３），φ（３），Ａ（３））からなり得る。
エネルギー供給方式は、例えば、各ＭＳＥが適用される期間、または各ＭＳＥにおいて供
給されるパワー等の、追加的な非ＭＳＥパラメータを含み得る。実質的に無数のＭＳＥが
存在するため、異なるエネルギー印加ゾーンは実質的に無限に存在する。その結果、任意
の所与のエネルギー印加ゾーンにおいて異なる電磁界パターンが実質的に無限に存在する
こととなる（ただし、異なるＭＳＥが場合によっては極めて類似する電磁界パターンを生
じさせ、さらには同等な電磁界パターンを生じさせる場合もある）。勿論、異なるエネル
ギー供給方式の個数は、部分的に、利用可能なＭＳＥの個数の関数となり得る。本発明は
、その最も広い意味において、特定個数のＭＳＥまたはＭＳＥの組み合わせに限定されな
い。むしろ、使用し得るオプションの個数は、意図する用法、所望する制御、ハードウェ
アまたはソフトウェアの解像度およびコスト等の要因に基づいて、２つのみでもよく、ま
たは設計者の所望する個数であってもよい。
【０１４０】
　上述のように、本発明に係る装置または方法は、プロセッサを用いることにより、命令
を実行または論理演算を実施することを含み得る。プロセッサにより実行される命令は、
例えば、予めプロセッサにロードされてもよく、またはＲＡＭ、ＲＯＭ、ハードディスク
、光ディスク、磁気媒体、フラッシュメモリ、他の永久的、固定的、または揮発性メモリ
、またはプロセッサに命令を提供することができる任意の他の機構等の別個のメモリユニ
ットに記憶されてもよい。プロセッサ（単数または複数）は、特定用途にカスタマイズさ
れてもよく、または、汎用用途のために構成され、異なるソフトウェアを実行することに
より、異なる機能を実行するよう構成されてもよい。
【０１４１】
　２つ以上のプロセッサが用いられる場合は、全プロセッサは、類似した構成であっても
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よく、電気的に接続された異なる構成であってもよく、または相互接続されなくてもよい
。全プロセッサは別個の回路であってもよく、または単一回路に集積されてもよい。２つ
以上プロセッサが用いられる場合は、プロセッサは、独立的に動作するように構成されて
もよく、または共同的に動作するよう構成されてもよい。プロセッサは、電気的に、磁気
的に、光学的に、音響的に、機械的に、無線的に、または少なくとも１つの信号が相互に
通信されることを可能とする他の任意の方法により、接続されてもよい。
【０１４２】
　単一プロセッサまたはマルチプロセッサは、電磁エネルギー源を調節する目的のために
のみ提供され得る。あるいは、単一プロセッサまたはマルチプロセッサに、他の機能に加
えて、電磁エネルギー源を調節する機能も提供されてもよい。例えば、電磁エネルギー源
を調節するために用いられる同一のプロセッサ（単数または複数）が、電磁エネルギー源
以外の他の構成部品に対しても追加的制御機能を提供する制御回路に一体化されてもよい
。
【０１４３】
　本発明のいくつかの実施形態によれば、少なくとも１つのプロセッサは、第１所定量の
エネルギーを第１所定領域に供給し、第２所定量のエネルギーを第２所定領域に供給する
（ただし、第１所定量のエネルギーと第２所定量のエネルギーは異なる）ために、電磁エ
ネルギー源を調節するよう、構成されてもよい。例えば、高振幅の電磁界強度を有する既
知のエリア（ホットスポット）を有する電磁界パターンが選択されてもよい。このように
、エネルギー印加ゾーンに対してホットスポットの位置を調節することにより、第１所定
量のエネルギーを第１所定領域に供給する所定の電磁界パターンが選択され得る。異なる
ホットスポットを有する他の電磁界パターンが選択されると、その第２電磁界パターンの
結果として、第２所定量のエネルギーが第２所定領域に供給され得る。また後述するよう
に、異なるＭＳＥおよび／またはＭＳＥの組み合わせが、異なる所定量のエネルギーを異
なる所定領域に供給するために、選択されてもよい。いずれの場合においても、供給され
るエネルギー量の制御は、プロセッサによる特定の電磁界パターンまたはＭＳＥの選択、
および／または例えばパワーレベル（例えば、所与のＭＳＥに供給される全パワー）の制
御、特定の状態の間にパワーが印加される時間的期間、または以上の組合せのいずれかに
より、達成され得る。プロセッサは、所望のエネルギー印加プロファイルを達成するため
に、係る選択をなし得る。
【０１４４】
　「領域」という用語は、例えば、セル、サブ体積、サブ区画、離散的なサブ空間、また
はそのサブセットがどのように離散化されているかに関わらないエネルギー印加ゾーンの
任意のサブセット等の、エネルギー印加ゾーンの任意の部分を含み得る。１つの特定の例
においては、エネルギー印加ゾーンは２つの領域を含み得る。他の例においては、エネル
ギー印加ゾーンは３つ以上の領域を含み得る。領域は、互いに重なり合う場合もあり、互
いに重なり合わない場合もある。また各領域の寸法は同じであってもよく、異なってもよ
い。
【０１４５】
　少なくとも１つのプロセッサは、第１領域および第２領域の位置を予め定めるよう、構
成されてもよい。これは、例えば、エネルギー印加ゾーン内の物体の位置に関する情報を
提供するエネルギー印加ゾーンからの反射フィードバックにより、可能である。他の実施
形態においては、これは、撮像により達成され得る。いくつかの実施形態においては、領
域は物体の異なる部分に対応し、異なる目的量の電磁エネルギーが物体のこれらの異なる
部分に供給されてもよい。各領域における実際に消散されるエネルギー量は、その領域に
おける電磁界強度と、その特定の領域における物体の対応する部分の吸収特性とに依存し
得る。さらに他の実施形態においては、所定位置は、エネルギー印加ゾーンにおける物体
を参照すること無く、電磁界パターンの既知の幾何学的形状の関数となり得る。いくつか
の実施形態においては、第１領域および第２領域の位置は、ユーザまたは少なくとも１つ
のプロセッサ以外の装置により、予め定められてもよい。
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【０１４６】
　２つの領域は、エネルギー印加ゾーンにおいて、互いに近接して配置されてもよい。例
えば、エネルギー印加ゾーンは、物体もしくは物体の１部分により占められる領域、また
は物体のエリアとは異なるエリアを画成する他の領域を含み得る。この場合、これら２つ
の領域は、互いに対して近接し、境界により離間されてもよい。例えば、第１領域は、加
熱されているスープのカップ内であってもよく、第２領域はスープのカップの外部であっ
てもよい。他の例においては、エネルギー印加ゾーンは、物体内における異なるエネルギ
ー吸収特性を有する２つの領域を含んでもよい。例えば、第１領域は、スープの上層にお
いて、大部分水を含み、第２領域は、スープの低層付近において、ほぼジャガイモおよび
／または肉を含んでもよい。他の例においては、第１領域は、特定の相の物質（例えば、
液体の水）を含み、第２領域は、異なる相における同一の物質（例えば、固体の氷）を含
んでもよい。エネルギー吸収特性が異なるため、これらの２つの領域においては、異なる
電場強度で電場パターンを励起することが有益となる場合もある。２つの領域の局所的電
場強度およびエネルギー吸収特性の差異に基づいて、これらの領域のそれぞれにおける消
散エネルギーが予め定められてもよい。したがって、消散エネルギーは、ＭＳＥを選択お
よび制御して、エネルギーを供給するにあたり好適なエネルギー供給方式を構築すること
により、所望により、物体の異なる領域にわたって、実質的に同じ大きさ、または異なる
大きさになるよう設定され得る。
【０１４７】
　ＭＳＥの選択は、エネルギーがどのようにエネルギー印加ゾーンの領域において分布さ
れるかに影響を及ぼし得る。異なる目的量の電磁エネルギーをエネルギー印加ゾーンの所
定の異なる領域に供給するにあたり、プロセッサは、エネルギーの印加対象をエネルギー
印加ゾーンの特定の所定領域とする電磁界パターンを達成するために、１つまたは複数の
ＭＳＥを制御してもよい。定常波を生じさせるＭＳＥの選択は、追加的な制御手段を提供
し得る。なぜなら、定常波は、前述のように、予測可能な、明確に画成される「高強度領
域」（ホットスポット）および「低強度領域」（コールドスポット）を提供する傾向があ
る。なお、高強度領域は、提供度領域から容易に区別され得るエネルギー集中を現し得る
。「コールドスポット」という用語が、印加されるエネルギーがまったく存在しないこと
を必ずしも要求するとはかぎらないことを理解すべきである。「コールドスポット」は、
むしろ、ホットスポットに対して、強度が低いエリアも指すものである。すなわち、高強
度領域においては、電磁界強度の振幅は、低強度領域における電磁界強度の振幅よりも、
高くなる。したがって、高強度領域におけるパワー密度は、低強度領域におけるパワー密
度よりも高くなる。空間的位置のパワー密度および電磁界強度は、その位置に配置された
物体に電磁エネルギーを供給する能力に関係するものである。したがって、エネルギー供
給または伝達率は、低強度領域におけるよりも、高強度領域において、より高くなる。換
言すれば、エネルギー供給または伝達は、高強度領域において、より効果的である。この
ように、エネルギー印加ゾーンにおける高強度領域および／または低強度領域を制御する
ことにより、プロセッサは、特定の空間的位置に対するエネルギー供給を制御し得る。係
る高強度領域および低強度領域の制御は、ＭＳＥを制御することにより達成され得る。
【０１４８】
　制御可能なＭＳＥ変数は、伝達される電磁波の振幅、相、および周波数；各放射要素の
位置、指向、および構成；または、これらの任意のパラメータの組み合わせ、もしくは電
磁界パターンに影響を及ぼし得る他のパラメータのうちの１つまたは複数を含み得る。例
えば、図９に示すように、例示的なプロセッサ１４０１は、電源装置１４０２、モジュレ
ータ１４０４、増幅器１４０６、および放射要素１４０８等の、電磁エネルギー源の様々
な構成部品に電気的に接続され得る。プロセッサ１４０１は、これらの構成部品のうちの
１つまたは複数を調節する命令を実行ように、構成されてもよい。例えば、プロセッサ１
４０１は、電源装置１４０２により供給されるパワーレベルを調節してもよい。プロセッ
サ１４０１は、例えば増幅器のトランジスタを切替えることにより、増幅器１４０５の増
幅率を調節してもよい。代替的にまたは追加的に、プロセッサ１４０１は、増幅器１４０
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６が所望の波形を出力するよう、増幅器１４０６のパルス幅変調制御を実施してもよい。
プロセッサ１４０１は、モジュレータ１４０４により実施される変調を調節してもよく、
代替的にまたは追加的に、各放射要素１４０８の位置、指向、および構成のうちの少なく
とも１つを、電気機械的装置を用いる等の方法で調節してもよい。係る電気機械的装置は
、モータまたは、回転、枢動、移動、摺動、または他の方法で放射要素のうちの１つまた
は複数の指向または位置を変えるための他の可動構造体を備えてもよい。プロセッサ１４
０１は、エネルギー印加ゾーンにおける電磁界パターンを変化させるためにエネルギー印
加ゾーンに配置された任意の電磁界調節要素を調節するよう、さらに構成されてもよい。
例えば、電磁界調節要素は、放射要素から発する電磁エネルギーを選択的に指向するよう
、または、受信器として機能する１つまたは複数の他の放射要素に対する結合を低減する
ために、送信機として機能する放射要素を同時に合致させるよう、構成されてもよい。
【０１４９】
　他の例においては、位相モジュレータが用いられる場合、位相モジュレータを制御する
ことにより、一連の時間的期間のそれぞれに対して交流波形の位相が数度（例えば、１０
度）増加されるよう、予め定められた一連の時間的遅延が交流波形に対して実行されても
よい。あるいは、プロセッサは、エネルギー印加ゾーンからのフィードバックに基づいて
動的に、および／または適応的に、変調を調節してもよい。例えば、プロセッサ１４０１
は、空洞１４１２（物体１４１０を含む）から受け取った電磁エネルギーの量を示すアナ
ログまたはデジタルフィードバック信号を検出器１４１６から受信するよう、構成されて
もよく、プロセッサ１４０１は、受信したフィードバック信号に基づいて、次の時間的期
間に対する位相モジュレータにおける時間的遅延を動的に決定してもよい。
【０１５０】
　ＭＳＥの任意の組合せに起因するエネルギー分布は、例えば、テスト、シミュレーショ
ン、解析計算により、決定されてもよい。テスト手法を用いる場合、センサ（例えば、小
さいアンテナ）が、所与の組み合わせのＭＳＥに起因するエネルギー分布を測定するため
に、エネルギー印加ゾーンに配置されてもよい。次いで、エネルギー分布は、例えば、ル
ックアップテーブルに記憶されてもよい。シミュレーション手法においては、仮想的モデ
ルが、ＭＳＥの組み合わせを仮想的な方法でテストできるよう、構築されてもよい。例え
ば、エネルギー印加ゾーンのシミュレーションモデルが、コンピュータに入力される１組
のＭＳＥに基づいて、コンピュータ内で実行され得る。ＣＳＴまたはＨＦＳＳ等のシミュ
レーションエンジンが、エネルギー印加ゾーン内部の電磁場分布を数値計算するために、
用いられてもよい。結果として生じる電磁界パターンは、画像処理技術を用いて可視化さ
れてもよく、または、デジタルデータとしてコンピュータ内に記憶されてもよい。ＭＳＥ
および結果として生じた電磁界パターンの間の相関関係は、このように確立され得る。こ
のシミュレーション手法は、好適に、予め実施され得る。ルックアップテーブルに記憶さ
れた既知の組み合わせ、またはシミュレーションは、エネルギー印加プロセス中に必要に
応じて実施されてもよい。
【０１５１】
　同様に、テストおよびシミュレーションの代替として、分析的モデルに基づく計算が、
選択された組み合わせのＭＳＥに基づいてエネルギー分布を予測するために、実施されて
もよい。例えば、既知の寸法を有するエネルギー印加ゾーンの形状が与えられると、所与
のＭＳＥに対応する基本的電磁界パターンを、解析的方程式から計算することができる。
次いで、「モード」とも知られる基本的電磁界パターンが、線形結合により所望の電磁界
パターンを構築するために、用いられてもよい。シミュレーション手法の場合と同様に、
解析的手法は、好適に、予め実行され得る。ルックアップテーブルに記憶された既知の組
み合わせは、エネルギー印加プロセス中に必要に応じて実施されてもよい。
【０１５２】
　本発明のいくつかの実施形態によれば、プロセッサは、所定量のエネルギーをエネルギ
ー印加ゾーンの少なくとも２つの領域に供給するよう、構成されてもよい。そのエネルギ
ーは、エネルギー印加ゾーンにおける物体の既知の特性に基づいて、予め定められてもよ
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い。例えば、同一の物理的特性を共有する製品（例えば、同一のハンバーガーパティ）を
反復的に加熱する専用オーブンの場合、プロセッサは、少なくとも２つの既知の電磁界パ
ターンに対応する異なる既知の量のエネルギーを供給するよう、予めプログラムされても
よい。プロセッサは、電磁界パターンに基づいて、異なる量のエネルギーを印加してもよ
い。すなわち、エネルギー印加のパワーまたは期間は、印加される（すなわち、ＭＳＥに
起因する）電磁界パターンの関数として、変化し得る。エネルギーの印加するよう予め定
められた量と、電磁界パターンとの間のこの相関関係は、前述のように、テスト、シミュ
レーション、または分析的解析を実施することにより、決定され得る。
【０１５３】
　電磁界パターンと供給されるエネルギー量との間の相関関係は、物体１４１０のエネル
ギー吸収プロファイルにより決定されてもよい。すなわち、物体１４１０は、１つまたは
複数のＭＳＥを用いて走査されることにより、対応する消散率が決定され得る。消散率お
よび所望のエネルギー供給特性に基づいて、パワーレベルが、走査されたＭＳＥのそれぞ
れに対して選択され、その結果、所望の目的が達成され得る。例えば、目的が物体の体積
の全域にわたり均一にエネルギーを印加することである場合、プロセッサは、均一なエネ
ルギー印加を生じさせるＭＳＥの組み合わせを選択し得る。一方、非均一なエネルギー印
加が望まれる場合、プロセッサは、所望の非均一性を達成するために、それぞれ異なる電
磁界パターンを有する予め定められた量のエネルギーを印加し得る。
【０１５４】
　したがって、上記の周波数スイープの例で説明したように周波数のサブセットが選択お
よびスイープされ得るのとちょうど同様に、ＭＳＥのサブセットも、所望のエネルギー印
加目的を達成するために選択およびスイープされ得る。係る一連のプロセスは、本明細書
において「ＭＳＥスイーピング」と称される。
【０１５５】
　ＭＳＥスイーピングは、物体の部分または領域を異なるように加熱するために用いられ
得る。例えば、１つまたは複数のＭＳＥが走査され、装填物の物体または部分の消散特性
が決定され得る（例えば、消散率は走査されたＭＳＥに対して決定され得る）。装填物の
消散特性に基づいて、所望のパワーレベルおよび時間的期間が、走査されたＭＳＥのそれ
ぞれにおいて、または走査されたＭＳＥの一部において、用途に対して選択され得る。本
開示のいくつかの実施形態に従い、選択されたパワーレベルは一定でもよく、または代替
的に、ＭＳＥ間で変化してもよい。同様に、パワーの印加に対して選択された時間的期間
も一定でもよく、または代替的に、ＭＳＥ間で変化してもよい。１つの例において、大き
い消散率を示すＭＳＥは、パワー印加に対して比較的低いパワー値および／または低い時
間的期間が割り当てられ、より小さい消散率を示すＭＳＥは、パワー印加に対してより高
いパワー値および／またはより長い時間的期間が割り当てられてもよい。もちろん、パワ
ーレベルおよび時間的期間を、走査されたＭＳＥに割り当てる任意の方式が、特定のエネ
ルギー印加目的に応じて、用いられ得る。次いで、ＭＳＥスイーピングが開始され得、そ
の間、選択されたパワーレベルが、選択された時間的期間の間、対応するＭＳＥで印加さ
れる。ＭＳＥスイーピングは、物体が、所望レベルの加熱、または所望の熱プロファイル
を達成するまで、継続され得る。
【０１５６】
　ＭＳＥスイーピング中、一定期間ごとに、更新された１組の消散率が取得するために、
装填物は同じＭＳＥまたは異なるＭＳＥを用いて再走査され得る。この更新された１組の
消散率に基づいて、ＭＳＥのそれぞれに対応する、パワー印加に対するパワーレベルおよ
び時間的期間が調節され得る。このＭＳＥ走査は、特定の実施形態の要件に応じて、任意
の率で実施され得る。いくつかの実施形態においては、ＭＳＥ走査は、およそ１分当たり
１２０回の率で、反復されてもよい。より高い走査率（例えば、毎分２００回もしくは毎
分３００回）または、より低い走査率（例えば、約毎分１００回、毎分２０回、毎分２回
、または解凍時間あたり１０回、もしくは解凍時間当たり３回）が用いられ得る。加えて
、走査は非周期的に実施されてもよい。場合によっては、ＭＳＥ走査シーケンス（例えば



(35) JP 5657016 B2 2015.1.21

10

20

30

40

50

、１回または複数回の走査）が、０．５秒当たり１回、５秒当たり１回、または任意の他
の率で、実施されてもよい。さらに、走査間の期間は、空洞に伝達されるエネルギー量お
よび／または装填物に消散されるエネルギー量により定められてもよい。例えば、所与量
のエネルギー（例えば、１０ｋＪ以下、または１ｋＪ以下、または数百ジュール、または
１００ジュール以下）が装填物または装填物の所与の部分（例えば、１００ｇの重量、ま
たは装填物の５０％等のパーセンテージ）に伝達または消散された後、新規走査が実施さ
れてもよい。
【０１５７】
　上述の原理を繰り返して述べ、さらに拡張すると、本開示の実施形態は、高周波エネル
ギーを装填物に印加するための装置を備え得る。この装置は、上述のように、少なくとも
１つのプロセッサを備え得る。例えば、プロセッサは、入力および出力に対して論理演算
を実行する電気回路を備え得る。例えば、係るプロセッサは、１つまたは複数の集積回路
、マイクロチップ、マイクロコントローラ、マイクロプロセッサ、中央処理装置（ＣＰＵ
）の全部または一部、グラフィックス処理ユニット（ＧＰＵ）、デジタル・シグナル・プ
ロセッサ　（ＤＳＰ）、フィールド・プログラマブル・ゲートアレイ（ＦＰＧＡ）、また
は命令の実行もしくは論理演算の実行に好適な他の回路を含み得る。
【０１５８】
　少なくとも１つのプロセッサは、複数の変化空間要素（ＭＳＥ）のそれぞれに対して装
填物（物体としても知られる）により消散されるエネルギーを示す情報を受け取るよう構
成されてもよい。例えば、装填物により消散されたエネルギーを示す、この受け取られた
情報は、装填物により吸収されたエネルギー量、装填物により反射されたエネルギー量、
または装填物がエネルギーを消散する能力を示す任意の、または他の任意の、直接的なま
たは間接的な表示値を含み得る。１つの実施形態においては、装填物により消散されるエ
ネルギーを示す情報に基づいて、プロセッサは、複数のＭＳＥ（または１組のＭＳＥ）の
それぞれに対して消散率を決定し得る。
【０１５９】
　プロセッサは、１組のＭＳＥに対する消散率を任意の所望の率において決定し得る。１
つの実施形態においては、１組のＭＳＥに対応する１組の消散率は、少なくとも約毎分１
２０回の率において決定されてもよい。他の実施形態においては、１組のＭＳＥに対応す
る１組の消散率は、約毎分１２０回未満の率において決定されてもよい。この率は、物体
の性質、ＭＳＥの性質、システムの物理的特性、および達成を望む結果に応じた値となり
得る。例としてのみであるが、いくつかの実例においては、毎秒５回を超える率が望まし
くあり得る。他の実例においては、毎秒２回未満の率が望ましくあり得る。
【０１６０】
　プロセッサは、複数のＭＳＥのそれぞれ（それぞれはエネルギー印加ゾーンにおける電
磁界パターンと関連付けられている）を、受け取った情報に基づいて、パワー印加のため
の対応する時間的期間と関連付けるよう、構成されてもよい。本明細書で用いる、パワー
印加のための時間的期間とは、特定のパワーが装填物に印加される時間的期間の長さを指
すものである。プロセッサは、複数の変更空間要素のそれぞれを、同じ変更空間要素と関
連付けられたパワー印加の時間的期間に対応するパワーレベル値と関連付けるよう、さら
に構成されてもよい。装填物に供給するために利用可能なエネルギー量は、パワーレベル
と、パワーが装填物に印加される時間量とに依存する。
【０１６１】
　プロセッサは、複数のＭＳＥのスイープ中、パワーが、対応するパワーレベルにおいて
、および／または対応するパワー印加の時間的期間において、装填物に印加されるように
、装填物に印加されたエネルギーを調節するよう、さらに構成されてもよい。例えば、上
述のように、より高い消散率を示すＭＳＥは、より低い消散率を示す他のＭＳＥよりも、
より低いレベルにおいて、および／またはより短い時間において、パワーを受け取り得る
。勿論、利用可能な範囲内の任意のパワーレベルおよび任意の所望のパワー印加の時間的
期間は、特定の意図する用途の要件またはエネルギー供給目的にしたがって、任意のＭＳ
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Ｅに割り当てられてもよい。
【０１６２】
　上述のように、複数のＭＳＥのそれぞれは、装填物へのエネルギーの供給に影響を及ぼ
し得る複数のパラメータのうちの任意に対する値により、定められてもよい。１つの実施
形態においては、複数のＭＳＥは、周波数、相、および振幅に対する値により、および所
望により、他の次元に対する値により、定められてもよい。他の実施形態においては、Ｍ
ＳＥは、１つのみのパラメータが変化し、他のパラメータは一定に保たれるよう、１次元
であり得る。例えば、１組の１次元ＭＳＥは、周波数、相、および振幅のうちの１つにお
いてのみ、互いに異なり得る。特定の実施形態においては、複数のＭＳＥのうち、周波数
値が変化する一方で、相および／または振幅等の他のパラメータに対する値は、一定に保
たれる。
【０１６３】
　本開示の実施形態は、装填物を受容するための空洞と、装填物に電磁エネルギーを向け
るための少なくとも１つの放射要素も備え得る。さらに、この装置は、少なくとも１つの
放射要素を介して電磁エネルギーを装填物に供給する、電磁エネルギーの生成器を備えて
もよい。
【０１６４】
　複数のＭＳＥのそれぞれと関連付けられた、パワーレベル値およびパワー印加の時間的
期間は、任意の所望のエネルギー供給方式にしたがって、選択され得る。１つの実施形態
においては、第２消散率が第１消散率よりも小さい値である場合、第１消散率と関連付け
られた第１ＭＳＥに対応するパワー印加の時間的期間は、第２消散率と関連付けられた第
２ＭＳＥに対応するパワー印加の時間的期間よりも短くなる。他の実施形態においては、
複数の変更空間要素のそれぞれと関連付けられたパワーレベル値は、同じであり得る。
【０１６５】
　本開示の実施形態は、高周波エネルギーを装填物に印加するための装置も含み得る。な
お、この装置は、装填物と関連付けられた複数の消散率を決定するよう構成された、少な
くとも１つのプロセッサを備える。プロセッサは、複数の消散率に基づいて周波数／パワ
ー／時間三重項を設定するよう（上述のように）、構成されてもよい。プロセッサは、ま
た、周波数／パワー／時間の三重項の適用を調節することにより、エネルギーを装填物に
印加するよう、構成されてもよい。
【０１６６】
　本開示の実施形態においては、プロセッサは、第１消散率が第２消散率よりも高い値と
なる場合、第１消散率と関連付けられたＭＳＥが、第２消散率と関連付けられた第２ＭＳ
Ｅよりも、低いパワーレベルが割り当てられるように、ＭＳＥ／パワー／時間の三重項を
設定するよう、構成されてもよい。プロセッサは、また、第１消散率が第２消散率よりも
高い値となる場合、第１消散率と関連付けられた第１ＭＳＥが、第２消散率と関連付けら
れた第２ＭＳＥよりも、短い時間が割り当てられるように、ＭＳＥ／パワー／時間の三重
項を設定するよう、構成されてもよい。
【０１６７】
　これまでの段落では、本発明の実施形態を消散率との関連で説明してきたが、本発明の
他の実施形態は、消散率以外の表示値を用いて同様の原理を適用し得る。例えば、エネル
ギー印加ゾーンから供給装置へと反射されたエネルギーの表示値を代替値として用い得、
エネルギー吸収に関する任意の他の直接的な、間接的な、または逆比例する表示値も同様
に用いることができる。
【０１６８】
　例示的応用
　以下の例において、使用された装置は、８００～１０００ＭＨｚのワーキングバンドを
有する、９００ワットの装置であり、上述の国際公開０７／０９６８７８号（’８７８）
の実施形態に実質的にしたがって構築および操作された。
【０１６９】
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　１．加熱アルゴリズム
　水道水（５００グラム）が、実質的に同一量のエネルギーを装填物の全部分に供給する
に好適な手順により、加熱された。計６０ｋＪが、各実験において、装填物（水と、内部
に水を保持するボウル）に伝達された。
【０１７０】
　第１の加熱実験においては、’８７８の実施形態にしたがって、伝達の期間を変化させ
ながら、同じ一定期間の時間にわたって各周波数を伝達することにより、異なる量のエネ
ルギーが、異なる周波数で伝達された。この例においては、水は、約摂氏２２度から約摂
氏３８度まで（摂氏１６度の温度上昇）、２：２５分で加熱した。
【０１７１】
　第２の加熱実験においては、本開示の実施形態にしたがって、各周波数を最大利用可能
パワーで伝達し、伝達時間を変化させることにより、異なる量のエネルギーが異なる周波
数で伝達された。水は、約摂氏２１度から約摂氏３８度まで（摂氏１７度の温度上昇）、
１：５８分（第１の加熱実験に対して必要であった時間の約８０％）で加熱した。
【０１７２】
　温度上昇の差異は、例えば、温度計の不正確さ、および／または、ボウルのわずかな差
異に帰するものであり、それにより高周波エネルギーの吸収にわずかな差異が生じたもの
であろう。
【０１７３】
　２．解凍アルゴリズム
　冷凍鶏胸肉（骨および皮膚なし；冷凍前に束ねられた）が、約摂氏－１８度の従来のレ
ストラン用冷蔵庫から取り出され、解凍用の手順を用いて加熱された。ここで、米国特許
出願第６１／１９３，２４８号、および同時に出願された代理人整理番号４７４０８を有
する国際出願ＰＣＴにしたがって、異なる量のエネルギーが異なる周波数で伝達された。
【０１７４】
　第１の解凍実験においては、’８７８の実施形態にしたがって、伝達の期間を変化させ
ながら、同一の一定期間の間、各周波数を伝達することにより、異なる量のエネルギーが
異なる周波数で伝達された。１５００グラムの鶏胸肉塊は、摂氏０度～摂氏５度（胸肉の
異なる部位で測定された）に３６分でされた。
【０１７５】
　第２の解凍実験においては、本発明の実施形態にしたがって、各周波数を最大利用可能
パワーで伝達し、伝達の時間を変化させることにより、異なる量のエネルギーが異なる周
波数で伝達された。１７１５グラムの鶏胸肉塊は、摂氏０度～摂氏５度（胸肉の異なる部
位において測定された）に２０分で加熱された。このように、第２の解凍実験においては
、第１の解凍実験で必要とされた時間の約５６％が、より大きい装填物を解凍するにあた
り十分であったことが観察された。
【０１７６】
　明瞭さのために別個の実施形態の文脈で説明された本発明の特定の特徴が、単一の実施
形態において、組み合わせにおいて、提供され得ることが理解される。逆に、簡略さのた
めに単独の実施形態の文脈で説明された本発明の様々な特徴が、別個に、または任意の好
適な下位の組み合わせにおいても、提供され得る。
【０１７７】
　本発明は、本発明の特定の実施形態との関連で説明されてきたが、多数の代替物、変更
例、および変化例が当業者に明らかであることは明白であろう。したがって、添付の請求
項の精神および広い範囲に含まれるすべての係る代替物、変更例、および変化例を含むこ
とを意図するものである。本明細書に言及されるすべての刊行物、特許、および特許出願
は、あたかも個々の出版物、特許、または特許出願が、参照により本明細書に援用される
ことが特におよび個別に示されるのと同程度にまで、引用することにより、その全体が本
明細書に援用される。加えて、本出願におけるあらゆる参照の引用および特定は、係る参
照が本発明の先行技術として利用可能であることを承認するものであると解釈すべきでは
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